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序     文 
 

タンザニア連合共和国「ンゲレンゲレ郡及びムラリ郡における HIV/AIDS 対策事業（開発パ

ートナー事業）」は、タンザニア連合共和国においてモロゴロ州内２県において地域ベースで

の HIV 感染抑制を行うことを目的として、独立行政法人国際協力機構と特定非営利活動法人ワ

ールドビジョンジャパンの連携のもとに 2003 年 11 月～2006 年 11 月の３年間の予定で協力が

行われています。 

このたび、本プロジェクトの協力期間終了を目前に控え、当機構は、2006 年 10 月 15 日～10

月 27 日の間、終了時評価調査団を派遣し、タンザニア連合共和国側評価委員と合同で、これ

までの活動実績等について総合的な評価を行うとともに、今後の対応等について協議を行いま

した。 

これらの評価結果は、調査団員及びタンザニア連合共和国側評価委員によって構成された合

同評価委員会によって合同評価報告書としてまとめられ、署名の上、合同調整委員会に提出・

受理されました。 

本報告書は、同調査団の調査及び協議の結果を取りまとめたものであり、今後広く関係者に

活用され、日本・タンザニア連合共和国両国の親善及び国際協力の推進に寄与することを願う

ものです。 

最後に、本調査の実施にあたりご協力とご支援をいただいた関係者の皆様に対し、心から感

謝の意を表します。 

 

 平成 19 年１月 

 

独立行政法人国際協力機構 

理事 松岡 和久 
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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：タンザニア連合共和国 案件名：ンゲレンゲレ郡及びムラリ郡における

HIV/AIDS 対策事業 

分野：保健医療 援助形態：草の根技術協力（旧開発パートナー事業） 

所管部署：JICA タンザニア事務所 協力金額：9728 万円 

先方関係機関：モロゴロ県、ボメロ県 協力期間 (R/D)：2003 年 11 月 

～2006 年 11 月 
日本側協力機関：特定非営利活動法人ワールドビジ

ョン・ジャパン 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

 タンザニア（以下、「タ」国と記す）は、1983 年に最初のエイズ患者が発見されてから、

HIV/AIDS 感染率が増加の一途をたどった。これに対し、「タ」国政府は 2003 年に国家エイズ

政策を発表し、国・州・県・郡・村の各レベルで保健医療分野のみならず、教育・農業・地

方行政など、あらゆる分野が関与し、対応することを求めた。これらの取り組みの成果もあ

り、「タ」国における HIV 推定感染率は、2002 年 9.6％、2003 年 8.8％、2004 年７％（いず

れも 15 歳から 49 歳の感染率）と逓減傾向にある。しかし、依然として感染率は高く、成人

死亡原因第２位を占めており、「タ」国における HIV/AIDS 感染予防は需要性、必要性、緊急

性ともに非常に高い状況が続いている。 

 日本政府は、JICA を通じ、特定非営利活動法人ワールドビジョンジャパンの提案に基づき、

モロゴロ州モロゴロ・ルーラル県（のちにモロゴロ県とボメロ県に分割）内のンゲレンゲレ

郡（モロゴロ県）及びムラリ郡（ボメロ県）における地域ベースでの HIV 感染抑制を目的と

する「ンゲレンゲレ郡及びムラリ郡における HIV/AIDS 対策事業」を、2003 年 11 月から３年

間実施した。本事業は JICA が本邦非政府団体との連携により実施する「開発パートナー事業」

として、ワールドビジョンジャパンとの連携により実施された。 

 

２－２ 協力内容 

（１）上位目標 

モロゴロ州の HIV 感染率が低下する。 

 

（２）プロジェクト目標 

ンゲレンゲレ郡とムラリ郡で、人々の HIV 感染に関するリスク行動が減少する。 

 

（３）成果 

１．HIV/AIDS と性感染症に関する政府の基礎保健システムが強化され、また HIV 感染

者へのホームケアシステムが確立される。 

２．住民が地域での啓発教育に参加し、HIV/AIDS に関して正しい知識を身に付けるよう

になる。 

３．若者や女性を HIV/AIDS 感染のリスクから守るための環境が整う。 

４．マサイ族や移動を伴うトラックドライバー、ゲストハウスワーカー等を HIV/AIDS
感染のリスクから守るための環境が整う。  



（４）投入（評価時点） 

 日本側（JICA パートナーシッププログラムを通じて） 

１）ワールドビジョンジャパンの日本人プロジェクトマネジャー：１名 

２）ワールドビジョンタンザニアのスタッフ・専門家：11 名 

３）事業費：10 億 2139 万 Tsh（9285 万円） 

４）ワールドビジョン・ジャパン自己負担：4868 万 Tsh（443 万円） 

総額 9728 万円（１\=11Tsh） 

「タ」国側： 

１）土地・施設提供：自発的カウセリング・検査センター３箇所と HIV/AIDS リソース・

センター２箇所の土地 

２）その他：医薬品、HIV 検査キットなど 

２．評価調査団の概要 

担当業務 氏名 所属 

団長・総括 牧野 耕司 JICA タンザニア事務所次長 

エイズ対策 竹中 伸一 JICA 専門家（技術協力プロジェクト「タンザニア国 HIV
感染予防のための組織能力強化プロジェクト」・チーフ

アドバイザー）、長崎大学医学部講師 

評価分析 薄田 榮光 有限会社クランベリー 

調査者 

評価計画 牧本 小枝 JICA 人間開発部第四グループ感染症対策チーム 

調査期間 2006 年 10 月 15 日～2006 年 10 月 27 日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）成果 

１）成果１ 

成果１はほぼ達成された。自発的カウンセリング・検査（VCT）及び性感染症治療

サービス、並びに移動診療サービスは、すべて基礎保健システムに組み込まれ実施さ

れている。ンゲレンゲレ郡、ムラリ郡、メレラ郡の保健センター敷地内に VCT センタ

ーが建設され、2006 年６月までに 1,622 人が VCT サービスを利用した。また、同保健

センター内に、性感染や日和見感染の診療体制及び HIV の母子感染予防を行う母子保

健ユニットが整備され、ンゲレンゲレ郡、ムラリ郡、メレラ郡における基礎保健シス

テムの強化が図られた。 

また、コミュニティで HIV 感染者（People Living with HIV/AIDS：PLWHA）支援

を行うコミュニティ・カウンセラー（地元ボランティア／以下、「C カウンセラー」と

記す）がよく機能していることが確認された。2006 年６月までに HIV 感染者となった

204 人全員が、プロジェクトで育成された 126 人の C カウンセラーによるホームケア

を受けた。 

２）成果２ 

成果２は達成された。コミュニティで影響のある人々延べ 1,500 人（学校教師、宗

教指導者、伝統産婆・伝統療法師、村のリーダー・役人等）に対して HIV/AIDS の基礎

知識や予防法、コミュニティでの役割についての研修が実施され、人々の HIV/AIDS へ

の理解度が高まった。対象地域にある 45 村で行動変容活動のプランが作成され、村落

エイズ委員会によって承認され、実行された。その結果、調査によると男女とも住民

の 90％がコンドームの入手方法について知る結果となり、目標値の 85％を上まわった。



地元ボランティアの啓発教育と感染者ケアの活動拠点となる HIV/AIDS リソース・セン

ターがンゲレンゲレ、ムラリ郡に設置され、自立的な運営を目指した運営委員会が形

成された。 

３）成果３ 

成果３は達成された。対象地域にある 53 の小・中学校の生徒と学校に行かない若者、

コミュニティの女性を対象に、ピア・エデュケイター（地元ボランティア）を 554 人

育成し、学校の内外で仲間同士の相互作用を利用した啓発活動が行われた。HIV/AIDS
で親を失った 48 人の生徒に奨学金を支給した。調査によると成人女性・思春期女性の

いずれも相手に対してコンドーム使用を要求できると回答する女性が、20％程度から

60％以上に増えた。 

４）成果４ 

マサイ族コミュニティに強い影響力をもつマサイ族リーダーへの研修やマサイ族若

者のピア・エデュケイター育成、地域内外を移動するトラックドライバーや飲食店の

女性への研修を通じて、HIV 感染に脆弱性を持つグループへ啓発活動が行われた。マ

サイ族コミュニティについてはプロジェクト活動による行動変容を確認できたが、そ

の他の移動人口については技術的な問題もあり、プロジェクトによる行動変容は確認

できない。このため、達成度は 50％程度と推定される。 

 

（２）プロジェクト目標 

プロジェクト目標の「ンゲレンゲレ郡とムラリ郡で人々の HIV 感染に係るリスク行動

が減少する」はほぼ達成された。リスク行動の減少を示す具体的な行動変容として以下

の事象が確認された。 

・中間評価時と比較して、女性が相手に対してコンドームの使用を要求できると回答し

た割合が終了時では 20％増加した。 

・中間評価時と比較して、男女ともに複数の相手と性的関係を持ったと回答した割合が、

それぞれ男性が半分に、女性が３分の１に減少した。 

・1,622 人が VCT サービスを利用した。 

・伝統産婆・伝統療法師は出産や割礼で危険とされる刃物の共有を止めた。 

・マサイ族コミュニティが、HIV から守るための規範を設けた。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

プロジェクトの妥当性は評価時点でも依然高い。モロゴロ州の妊産婦の HIV 感染率が

全国平均の 7.3％に比べて９％と高く、HIV 感染が地方に広がりつつあり住民の予防と

ケアが必要なことが理由となっている。また、JICA の分野支援プログラムの方向に沿っ

ていること、「タ」国の「国家マルチセクター戦略の枠組み 2003-2007」が示す郡・村レ

ベルの予防とケアの推進という点でも目的が合致している。草の根レベルへのアプロー

チという手段においても適切である。 

 

（２）有効性 

プロジェクトのアプローチは、対象地域の HIV 感染のリスク行動を軽減し、感染者に

対する社会的支援の向上を図る上で有効であった。その理由として住民が VCT を受け入

れ、その利用が進んだこと、コミュニティの中の感染者への社会的支援のメカニズムと

ケアが確立されたこと、割礼方法や複数相手の性行動に関する伝統が変化したこと、感

染者への差別・偏見が減ったこと、予防教育への活動に活発な参加があったことが挙げ

られる。コンドームの入手手段の知識の増加や女性のコンドーム使用に関する交渉スキ



ル向上を調査結果が裏付けている。ただし、トラックドライバーなど地域内外を移動す

るグループの変化を把握することができなかっため、移動人口の行動変容に対する有効

性は明確に判断できない。 

 

（３）効率性 

プロジェクトは概ね効率的であった。理由はワールドビジョンタンザニアの人材が活

かされたこと、コミュニティの活動の核となる人材として地元ボランティアを育成し、

地元の資源を有効に活用したことである。また、ほとんどの投入と活動は成果とプロジ

ェクト目標の達成に貢献した。ただし、母子感染予防のために行った母子保健ユニット

の改修とコミュニティのエイズ情報を提供する HIV/AIDS リソース・センターの建設が

遅れたため、それらの投入は完全に利用可能な状況にまで至っておらず、プロジェクト

期間中の活用が限定的なものとなった。 

 

（４）インパクト 

モロゴロ州の HIV 感染率が低下するという上位目標の達成見込みに係る判断は、対象

地域の人口は州人口の４％程度に過ぎないとう理由から難しい。他方、感染者やコミュ

ニティ、マサイ族コミュニティで様々なプラスのインパクトが認められた。 このため、

今後活動が継続されれば上位目標の達成に貢献することが予測される。HIV 感染者が受

動的立場から抜け出し、自分たちが HIV 感染者であることを公にするようになった。ま

た、同じ立場にあるほかの HIV 感染者を支援するようになった。コミュニティでは結婚

前のカップルや両親が結婚相手に対して VCT センターで HIV 検査を行うことを条件と

するような社会的な変化が受け入れられつつある。Maasai リーダーらが HIV 感染予防の

ためにマサイ族コミュニティの規範を変えた。 

 

（５）自立発展性 

VCT サービスや性感染症・日和見感染症の診療サービスが、県及び郡自治体の基礎保

健システムに組み込まれたことにより、これらのサービスに関わる予算を県予算に計上

することが可能となっており、制度面・財政面ともに自立発展性が確保された。プロジェ

クト効果の持続性を確かなものにするには、育成されたコミュニティ・ボランティアへの

継続的な研修や活動への支援などを通じて、彼らの動機を持続させることが重要である。

HIV 感染者は、健康上の問題のみならず、時には差別などから、さらなる貧困に追い

込まれる。プロジェクトでは、差別・偏見を抑制しながら、HIV 感染者自身の社会的自

立を支援し、貧困削減に資するアプローチを取った。また、マサイ族の伝統文化やカウ

ンセラーの男女バランスに関してジェンダー配慮が行われた。これらの社会・文化的配

慮を実践したことによりプロジェクトの持続的効果の発現が期待できる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

本プロジェクトは、ワールドビジョンの独自事業である総合的地域開発の中に位置付

けられるコンポーネント「HIV/AIDS 対策事業」を対象として実施されたものである。

本プロジェクトは、ワールドビジョンによる過去の協力における試行錯誤の結果として

住民自身のオーナーシップを引き出され、コミュニティの Social Preparation がある程度

なされた段階、かつ、ワールドビジョンの独自事業として HIV/AIDS 対策事業の好事例

が複数作り上げた段階で、開始されたものであった。それゆえ、NGO の活動成果を JICA
の資金力を得てスケールアップするという草の根技術協力のメリットを活かすことがで 



きたと同時に、効率性・有効性が高い事業となった 

 

（２）実施プロセスに関すること 

HIV 陽性であることを打ち明けた感染者の存在が、差別・偏見を打ち破る先駆けとな

り、仲間うちでのカウンセリング効果を高めた。 

C カウンセラーやコミュニティ・エデュケイター以外にもコミュニティに影響をもつ

村のリーダーや伝統産婆、教師、宗教指導者などが、累積で 1,500 人以上研修に参加し

た。ステークホルダーの巻き込みがプロジェクトの目標の達成に貢献した。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

プロジェクトはコミュニティに様々な行動変容をもたらした。しかし、モニタリング・

評価のデザインが不明確であったため、これらの情報はプロジェクトに直接関与したグ

ループから得た定性的な変化の比重が多く、科学的な根拠による客観的評価が乏しい側

面があった。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

「タ」国地方部において現地業者による建設を予定通り進めることは容易ではなく、

建設業者の作業遅れにより母子保健ユニットの改修と HIV/AIDS リソース・センターの

建設が遅れたため、それらの投入は完全に利用可能な状況にまで至らず、プロジェクト

期間中の活用が限定的なものとなった。 

プロジェクト対象地域の VCT センターのモニタリングは、政府のモニタリングシステ

ムとワールドビジョンのシステムが別々に行われていた。このため、VCT センターと県・

郡保健行政チームは、二重の作業を行うことが求められ、負担が増大した。モニタリン

グは、政府モニタリングシステムに一本化し整理することが必要である。 

 

３－５ 結 論 

 プロジェクト目標「対象地域（ンゲレンゲレ郡、ムラリ郡）で人々の HIV 感染に係るリス

ク行動が減少する」はほぼ達成された。プロジェクトは、コミュニティに影響ある村のリー

ダーや教師、伝統産婆などを通じて、住民の理解・態度・実践の変容を促進し、PLWHA の

社会的サポートのメカニズムを構築した。また、VCT サービスや性感染症治療、日和見感染

症の診断・治療サービスを既存の保健システムの中に組み入れ、住民のサービス利用を高め

た。 

 母子感染予防を行う RCH ユニットや HIV/AIDS リソース・センターの整備には遅れが見ら

れているが、全般として、プロジェクトは効率よく実施された。 

 HIV 感染や性感染症が減少するという上位目標の観測は現時点では難しいが、感染者やコ

ミュニティ（特にマサイ族コミュニティ）、県の保健体制で様々な変化が認められ、今後活動

が持続されれば HIV 感染率の減少につながることが予測される。貧困やジェンダー、コミュ

ニティのエンパワメントを配慮してプロジェクトは実施された。 

 プロジェクト終了後も、各ステークホルダーによって活動の継続が行われ、関係者間の連

携が行われ、育成されたコミュニティ・ボランティアへの継続的な研修や活動への支援など

が行われれば、持続性は確保されると予測される。 

 

３－６ 提 言 

（１）プロジェクト地域において VCT サービスや性感染症治療を行う保健施設が、住民の必

要なサービスを引き続き提供するよう、県自治体は、プロジェクトで支援された VCT セ



ンターの認証を得るために必要な措置を講じる。 

 

（２）プロジェクト対象地域の VCT センターのモニタリングは、政府のモニタリングシステ

ムとワールドビジョンのシステムが別々に行われていた。モニタリングは、政府モニタ

リングシステムに一本化し整理することが必要である。 

 

（３）プロジェクトはコミュニティに様々な変化をもたらせたものの、残念ながら、これら

の変化は科学的な根拠をもって表現されていない。プロジェクトの計画・実施を通して、

定量指標を設定し、標準的なモニタリング方法を策定しておくことが重要である。 

 

（４）NGO はプロセスや柔軟性に価値を置いているが、JICA はロジカルフレームワークに

基づいた定期的・定点的なモニタリングを適用している。JICA と NGO が連携して事業

を進めるうえでは、プロセスを重視したモニタリング・評価の方法を検討すべきである。

 

３－７ 教 訓 

（１）地方自治体の公務員や保健施設の医療従事者など、県の保健サービスを担う人材が不

足するなかで、住民が基礎的保健サービスにアクセスするためには、コミュニティが担

いうる部分はコミュニティが担う仕組みを作ることが重要であり、コミュニティの参加

や関与は不可欠である。 

 

（２）政府と NGO、コミュニティ間での関係性と定期的なコミュニケーションはプロジェク

トの効果と持続性を高める鍵である。このプロジェクトでは、関係者間での会議や合同

調整委員会が重要な役割を果たした。プロジェクト受け渡し計画はこのような日常的な

関係性の中で準備されたものであった。プロジェクト終了後も関係者の役割を互いに確

認し、合意するためのプロセスとして、このような受け渡し計画の早い段階からの合意

形成作業は、他のプロジェクトでも有用である。 

 

（３）トラックドライバーのような移動グループの行動変化を捉えることは非常に難しい。

単独のプロジェクトのみで対処するのではなく移動グループを対象とした他機関や

NGO との協力が必要である。 

 

（４）ホームケアは C カウンセラーと VCT カウンセラーの協力によって、コミュニティで必

要とされる人々へと届いた。C カウンセラーの役割の重要性とターゲッティングをもと

に対人的なネットワークの形成の重要性を際立たせた。 

 



－1－ 

第１章 評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

（１）経緯 

タンザニア連合共和国（以下、「タ」国と記す）は、東部アフリカに位置し、94 万 5,000
キロの国土に、約 3400 万人の人口を擁する。行政は、本土 21 州 121 県（2006 年 10 月時

点）とザンジバル自治政府に区分される。 

「タ」国では、1983 年に最初のエイズ患者が確認され、エイズ対策のため、1985 年に

保健省（当事）に国家エイズ対策プログラム（National AIDS Control Programme：NACP）
を設置し、HIV 感染抑制のための短・中期計画を繰り返したが、新規感染者は、増加の一

途をたどった。 

2000 年の世界エイズデーで、ムカパ大統領（当時）が演説において「エイズは、国家的

災害である。」と言及し、政府横断的な取組みを行うため、国家エイズ委員会（Tanzania 
Commission for AIDS：TACAIDS）の設置を明言した。2002 年に首相府の下に TACAIDS
が発足し、2003 年に国家エイズ政策（National Policy on HIV/AIDS）が施行された。その

下で、国家マルチセクトラルエイズ対策戦略枠組み〔National Multi-sectoral Strategic 
Framework on HIV/AIDS（NMSF）2003-2007〕が施行された。 

同戦略枠組みでは、各セクター・各レベルにおいて、HIV/AIDS に対する取組みを行う

こととされており、特に、国・州・県・郡・村の各レベルにおいて、保健セクターのみな

らず、教育・農業・地方行政等複数セクターからの対応が推進された。 

「タ」国政府の取組みの成果もあり、「タ」国における HIV 推定感染率は、2002 年 9.6％、

2003 年 8.8％、2004 年７％（いずれも 15 歳から 49 歳の感染率）と逓減傾向にある。しか

し、依然として感染率は高く、成人死亡原因第２位を占めており、「タ」国における

HIV/AIDS 感染予防は需要性、必要性、緊急性ともに非常に高い。 

日本政府は、JICA を通じ、特定非営利活動法人ワールドビジョンジャパン（World Vision 
Japan：WVJ）の提案に基づき、モロゴロ州モロゴロ・ルーラル県（のちにモロゴロ県とボ

メロ県に分割）内のンゲレンゲレ郡（モロゴロ県）及びムラリ郡（ボメロ県）における地

域ベースでの HIV 感染抑制を目的とする「ンゲレンゲレ郡及びムラリ郡における

HIV/AIDS 対策事業」を、2003 年 11 月から３年間実施した。本事業は JICA が本邦非政府

団体との連携により実施する「開発パートナー事業」として、ワールドビジョンジャパン

との連携により実施された。 

 

（２）調査の目的 

１）プロジェクト開始時からの実績（投入・活動実績、成果・目標達成度等）を確認する。 

２）評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から分析を

行い、「タ」国側、実施機関であるワールドビジョンジャパン〔ワールドビジョンタンザ

ニア（World Vision Tanzania：WVT）〕及び日本側に対する提言・教訓を取りまとめる。 

※2006 年６月にワールドビジョンジャパンが内部終了時評価調査を実施し、報告書（以下、

「WVFE」と記す）を作成している。本終了時評価調査は、同調査の内容を追加的に検証

及び補完する形で実施した。 
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１－２ 調査団の構成と調査期間 

（１）調査団員の構成 

氏 名 担当業務 所属先 

牧野 耕司 団長・総括 JICA タンザニア事務所 次長 

竹中 伸一 エイズ対策 JICA 「HIV 感染予防のための組織能力強化プロジェクト」

チーフアドバイザー 

薄田 栄光 評価分析 コンサルタント（クランベリー） 

牧本 小枝 評価計画 JICA 人間開発部第四グループ感染症対策チーム 職員 

石島 久裕 オブザーバー JICA「保健協力計画」 専門家 

徳田 真人 オブザーバー JICA タンザニア事務所 所員 

西  直子 オブザーバー JICA タンザニア事務所 所員 

 

（２）調査期間 

2006 年 10 月 15 日～2006 年 10 月 27 日 

日順 月 日 行 程 

1 10 月 15 日（日） 薄田団員タンザニア着 

2 10 月 16 日（月） JICA タンザニア事務所打合せ、在タンザニア日本大使館表敬、保健

社会福祉省表敬 

3 10 月 17 日（火） TACAIDS 表敬、薄田団員、徳田所員モロゴロへ移動、WV プロジェ

クト打合せ 

4 10 月 18 日（水） モロゴロ県表敬／聴き取り、ンゲレンゲレ郡視察 

5 10 月 19 日（木） ボメロ県表敬／聴き取り、ムラリ郡視察 

6 10 月 20 日（金） ムラリ郡調査（メレラ） 

7 10 月 21 日（土） 牧本団員本邦発 

8 10 月 22 日（日） 牧本団員タンザニア着 

9 10 月 23 日（月） 団内打合せ 

10 10 月 24 日（火） 牧野・牧本・竹中、石島、西モロゴロへ移動、薄田団員と打合せ、

WV プロジェクト打合せ 

11 10 月 25 日（水） モロゴロ県表敬、ンゲレンゲレ郡視察 

12 10 月 26 日（木） ボメロ県表敬、ムラリ郡視察、合同評価委員会内協議（DMO/DACC）

13 10 月 27 日（金） M/M 協議（DED）、最終合同調整委員会（JCC）、合同評価報告、M/M
署名、機材引渡し式、ダルエスサラームへ移動 
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１－３ 主要面談者 

 終了時評価調査団による主要面談者は下表のとおり。 

 

World Vision 

Mr. Katsuhiko Takeda Morogoro HIV/AIDS Project Manager 

Mr. Emmanuel Mtangoo Morogoro HIV/AIDS Team Leader 

Mr. Aloyce Mushi Morogoro HIV/AIDS Primary Health Care Trainer 

Mr. Wakili Mtebe Morogoro HIV/AIDS Project Staff 

The Government of Morogoro District 

Ms. Annah J. Mwahalende District Executive Officer（DED） 

Mr. Harun Machibya District Medical Officer（DMO） 

Ms Roze Magotti Council HIV/AIDS Control Coordinator（CHACC） 

Ms Viloet Nzogela District AIDS Control Coordinator（DACC） 

Mr. Mbombwe Lucious. N District Health Officer（DHO） 

Mr. W.A. Matee District Nursing Officer（DNO） 

The Government of Mvomero District 

Mr. Abdu A. Hayghaimo Acting District Executive Officer（DED） 

Ms. Bahati Chogohe Council HIV/AIDS Control Coordinator（CHACC） 

Mr. Ramson Fue District AIDS Control Coordinator（DACC） 

Ms. Mwajuma Lugendo Assistant Council HIV/AIDS Control Coordinator（CHACC） 

Ngerengere Division 

Kiwege Village 
Village Chairperson / Village Executive Officer / 3 Community Educators / 3 Community 
Counselors / a Traditional Bed Attendant 

Visaraka Village 
Ngerengere 
Village 

Village Chairperson / Village Executive Officer / 2 Community Educators / 4 Community 
Counselors / a Traditional Bed Attendant&Community Educators / an Assistant Medical 
Officer / a Clinical Officer / a Nurse Officer / a Training Nurse / a Community Counselor 
/ a Community Educator / 3 People Living With HIV/AIDS 

Mlali Division 

Changarawe 
Village 

Village Chairperson / Chairman of Sub Village / a Community Counselors / 2 
Community Educators / 2 Peer Educators 

Mlali Village 
Village Chairperson / Village Executive Officer / 2 Community Counselors / 2 
Community Educators / 3 Peer Educators / 2 Traditional Bed Attendants 

Mutiple Village 
Village Chairperson / 5 Community Counselors / 2 Community Educators / 2 Peer 
Educators 

Mangae Village 
a Community Counselors / 2 Comminity Educators /a Peer Educator & Community 
Educator / a Community Educator & Traditional Bed Attendant 
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１－４ プロジェクトの概要 

 本プロジェクトは、ワールドビジョンジャパンの提案に基づいた開発パートナー事業として

実施された。プロジェクトの概要は下表のとおり。 

対象地域 モロゴロ州モロゴロ・ルーラル県（のちにモロゴロ県とボメロ県に分割）

モロゴロ県ンゲレンゲレ郡（人口：16,152 名） 

ボメロ県ムラリ郡（人口：19,366 名）     計 21 村 35,518 名 

実施期間 2003 年 11 月～2006 年 11 月（３年間） 

上位目標 モロゴロ州の HIV 陽性率が低下する。 

プロジェクト目標 対象の２郡において、HIV 感染にかかわる人々のリスク行動が減少する。

期待される 

成果 

（１）性感染症、エイズ関連（Voluntary Counseling and Testing：VCT）の

保健医療サービスが強化され、在宅ケアシステムが確立される。 

（２）住民が地域での啓発教育に参加し、HIV/エイズに関する正しい知識

を身につける。 

（３）若者、女性を HIV 感染の危険から守るための環境が改善される。 

（４）マサイ及び移動人口（トラックドライバー、ゲストハウスワーカー）

の HIV/エイズに対する認識・予防が強化される。 

予算規模 約 1.3 億円 

投入 

（評価時点） 

日本側： 

ワールドビジョンジャパンの日本人プロジェクトマネジャー：１名 

ワールドビジョンタンザニアのスタッフ・専門家：11 名 

JICA 負担事業費：10 億 2139 万 Tsh（9285 万円） 

ワールドビジョンジャパン自己負担：4868 万 Tsh（443 万円） 

総額 9728 万円（１\＝11Tsh） 

「タ」国側： 

土地・施設提供:自発的カウセリング・検査センター３か所と HIV/AIDS
リソース・センター２か所の土地 

医薬品、HIV 検査キットなど 
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第２章 評価の方法 
 

２－１ 評価の枠組みと評価基準 

 JICA 事業評価では、「JICA 事業評価ガイドライン－改訂版」を指針として、プロジェクトの

実績と実施プロセスを把握し、プロジェクトの妥当性、効率性、有効性、インパクト、自立発

展性を総合的に検証する。 

 終了時評価調査では、妥当性、効率性、有効性の検証に重点を置く。インパクトと自立発展

性は現時点での見込みである。以下に評価５項目の基準を示す。 

（１）妥当性 

妥当性は、プロジェクトの上位目標やプロジェクト目標が、「タ」国の HIV/AIDS 対

策の戦略や JICA の「タ」国支援プログラムの方向、ターゲット・グループや関与する

コミュニティのニーズに合致しているかどうか、プロジェクトのアプローチとしての適

切さを判断する評価の視点である。 

 

（２）有効性 

有効性は、プロジェクトによって産出された成果により、どの程度プロジェクト目標

が達成されたのか、あるいは達成が見込まれるのかという視点である。 

 

（３）効率性 

効率性は実施過程の中で、様々な投入がいかに効率的に成果に結びつけられたか、よ

り効率的な手段がなかったかを判断する評価の視点である。 

 

（４）インパクト 

インパクトはプロジェクト実施の結果、起こる影響や変化を評価する視点である。イ

ンパクトには、上位目標に対する影響のほか、直接的・間接的な影響・変化、望ましい、

あるいは望ましくない影響・変化など様々な側面が含まれる。 

 

（５）自立発展性 

自立発展性は、外部からの支援がなくなった場合でもプロジェクトの便益が持続する

かどうかという視点である。 

 

２－２ プロジェクト評価の方法 

 ２－２－１ 評価方法と情報の収集 

2005 年７月のプロジェクト合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）で承認され

たプロジェクトのロジカルフレームワーク（付属資料の合同評価報告書 Appendix１：PDM 参照）

を基に、終了時評価調査の評価方法を検討した。この検討の結果は、主な調査項目ごとに、必要

なデータ・情報入手先や情報収集手段などをマトリックス形式に表した評価グリッドにまとめた。 

フィールド調査では評価グリッドの情報源に対応する詳細な質問項目を用意した。情報入

手先としては、WVFE1のほか、プロジェクトからの提供資料やプロジェクト関係者へのイン

                             
1 ワールドビジョンジャパンの内部終了時評価 final evaluation report は 2006 年６月時点までの評価を実施したもので、フォーカス・

グループやキー・インフォーマントインタビュー、質問票調査、ドキュメントレビュー、視察等を用いて 14 日間の情報収集を行っ

ている。質問票を用いた調査では、506 人（男 238 人、女 268 人）を対象にしているが、質問内容が必ずしもベースライン調査等と

一致していないという限界があった。インタビューやフォーカス・グループは延べ 144 人が出席した。 
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タビュー、コミュニティでプロジェクトの中心的な役割を担ったリーダーらを対象としたグ

ループ・インタビュー、活動現場の直接視察など、異なる方法によるデータ・情報入手の方

法を併用した。 

コミュニティのフィールド調査には、モロゴロ県とボメロ県2の両エイズ協議会調整官・エ

イズ対策調整官がそれぞれの管轄対象地域へ同行した。 

 

事前の準備調査と現地調査で得られた情報を評価設問ごとに回答を整理・分析した。これ

らの情報と関係者との協議を基に終了時評価時点でのプロジェクトの実績と評価５項目の視

点からプロジェクトの評価を行った。また、阻害・貢献要因の分析や提言・教訓を評価結果

から抽出した。 

 

２－２－２ 評価方法の限界 

 評価調査は、計画された評価方法に沿って実施されたが、プロジェクトの特徴として、次の

ような限界があることを指摘しておく。 

 

（１）プロジェクトの活動地域は 45 村 (モロゴロ県ンゲレンゲレ郡 22 村、ボメロ県ムラリ郡

23 村)3で、人口は 72,528 人、ターゲット・グループは多岐にわたる。その活動の多くが複

合的な関係をもっているため、線形の因果関係を重視するロジカルフレームを適用しにく

い側面があった。 

 

（２）PDM 指標の中で目標値を設定していない指標が多かった。また、年次報告書などのプロ

ジェクトの記録は投入の記載のみで、活動がどのようにプロジェクト目標・成果につなが

っていくのかという点で記載が不十分であった。補完指標を設定したが、定性的な判断に

ならざるを得なかった。 

 

２－３ 横断的視点の評価 

 プロジェクトは、ワールドビジョンの貧困削減事業である包括的な地域開発計画（Area 
Development Programme：ADP）4 に組み入れられる形で実施された。また、「タ」国政府は ｢国

家マルチセクターによる戦略的枠組み（National Multi-sectoral Framework Strategy on HIV/AIDS：
NMSF）2003-2007｣で示しているように横断的な取組みを重視している。通常の評価設問に加

えて、JICA の保健・HIV/AIDS プログラムの中での連携や貧困・ジェンダーの視点、住民参加・

能力強化または能力開発という評価設問を設定した。 

                             
2 プロジェクト開始当初は、モロゴロルーラル県（District）にンゲレンゲレ郡（Division）とムラリ郡があったが、後にモロゴロ県と

ボメロ県に分割され、それぞれの県内にンゲレンゲレ郡とムラリ郡がある。 
3 2002 年のセンサス（http://www.tanzania.go.tz/census/census/districts/morogororural.htm）によるとモロゴロルーラル県の人口は 263,920

人、ボメロ県は 260,525 人で、両県の人口はモロゴロ州の人口 1,759,809 の 30％を占める。プロジェクト対象のンゲレンゲレ郡と

ムラリ郡の人口は、93,111 人でモロゴロ州の人口の約５％を占める。プロジェクトから提供された Villages in Project Area（Appendix
７）によるとンゲレンゲレ郡とムラリ郡の人口は、72,528 人で、上記センサスの数値よりやや少ない。報告書では、プロジェクト

から提供された 72,528 人を採択した。この場合、プロジェクト対象地域の人口は、モロゴロ州の人口の約４％となる。なお、郡の

下には区（ward）があり、ンゲレンゲレ郡は IDUGALO、MKULAZI、NGERENGERE、TUNUNGU で構成され、その下に 22 村があ

る。ムラリ郡は、DOMA、MELELA、MZUMBE、MLALI があり、その下に 23 村がある。 
4 Area Development Programme。農業、環境、教育、保健の４分野を対象とした支援を行っている。 
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第３章 プロジェクトの実績 
 

３－１ 投入の実績 

 2003 年 11 月のプロジェクト開始から 2006 年 10 月までに、プロジェクトの活動に対してそ

れぞれ日本側、「タ」国側から次のような投入が行われた。 

 

（１）日本側の投入 

プロジェクト開始以来、JICA 開発パートナー事業を通じて次のような人的資源が日本側

の支援により投入された。 

 

現地駐在日本人スタッフ（プロジェクト・マネジャー） 

プロジェクトコーディネーター 

基礎保健ファシリテーター（２名） 

会計 

プロジェクトアシスタント 

学校担当スタッフ（２名） 

ドライバー 

警備員 

生計向上担当スタッフ 

会計補助スタッフ 

 

日本から提供された主な資機材とその金額は品目別支出リスト（合同評価報告書 

Attachment３：Equipment List 参照）に記載されている。総支出は 10 億 2139 万 Tsh5（約

9285 万円）である。成果１が支出総額の半分を占め、成果２が支出総額の３分の１を占め

ている。成果１では、自発的カウンセリング・検査 (VCT)6 センターの建設、性と生殖・子

供の健康 (Reproductive and Child Health：RCH)7ユニットの改修、研修、検査機材などに支

出された。成果２では HIV/AIDS リソース・センターの建設、研修、イベント費用などに

支出された。成果３と成果４は、研修が主たる支出である。また、車両とモーターバイク

がプロジェクト運営目的で提供された。 

 

（２）ワールドビジョンジャパンからの投入 

ワールドビジョンジャパン（WVJ）からは、プロジェクト運営管理、スタッフ研修費、タ

ンザニア事務所の維持管理費、その他業務管理に係る費用等に 4868 万 Tsh（約 443 万円）が

投入された。なお、ワールドビジョンタンザニア（WVT）からプロジェクトへの直接的な資

金提供はなかったが、プロジェクト人材のリクルートに関する便宜や WVT 組織としての事

業監督、WVT のもつ知識・情報の提供という側面で WVJ と WVT は密接な関係にあった。 

                             
5 タンザニアシリング。１円＝11 タンザニアシリング 
6 エイズは発症までに 10 年もかかることがあり、人々の自発的な検査への参加が不可欠である。VCT は守秘義務に基づき、HIV 検査

と検査の事前・事後のカウンセリングをセットにしたもの。事前カウセリングでは陽性・陰性が出た場合の影響や検査結果を伝え、

同意を得る。事後カウンセリングでは、検査結果を伝え、予防やケア、支援のための情報を提供する。VCT によって他のサービス

へと紹介されることから、VCT は予防とケアの入り口でもある。 
7 母子保健(Maternal Child Health)からこの名称に変更された。 
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（３）「タ」国側の投入 

「タ」国側からは、VCT センターや HIV/AIDS リソース・センターの土地、移動診察用

車両、スタッフ、医薬品、HIV 検査キットなどが提供された。 

県・郡自治体の保健担当官や建設エンジニアがプロジェクトの活動に支援・従事した。 

 

３－２ 成果の達成状況と活動実績 

 成果に関しては、PDM 上の成果指標と実際の活動実績が必ずしも一致しない部分があり、必

要に応じて既存指標に補完指標を追加するか、質的な変化を記述し、成果の達成状況を把握した。 

 

 ３－２－１ 成果１の達成状況と活動実績 

 （１）達成状況 

成果１はほぼ達成された。表３－１において、成果１の内容、指標と達成指標、達成

度の結論を要約している。 

 

表３－１ 成果１の実績 

成果１：性感染症及び HIV/AIDS に関する政府の基礎保健システムが強化され、また PLWHA8

へのホームケア 9 システムが確立される。 

 

 

1.HIV 抗体検査のために

VCT を訪れる人や、性感

染症の診察、治療のため

に性感染症治療サービス

を利用する人が増える。

（目標値なし） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【成果指標】 

 成果指標に対する達成状況は、次のとおり。 

1.ンゲレンゲレ区、ムラリ区、メレラ区の政府の保健センター

敷地内にそれぞれ VCT センターが建設され、HIV 検査の実

施と検査の前後に相談を行う 16 人の VCT カウンセラー10 が

育成された。既存施設の保健センターの看護士等を VCT カ

ウンセラーとして育成し、VCT サービスを保健センター業

務の一つとして基礎保健システムに組み入れた。その結果、

2005 年４月の VCT センター開設以来 2006 年６月までに合

計 1,622 人が VCT サービスを利用した（内訳は表３－２を

参照のこと）。 

性感染症 11治療サービスについては、2004 年 7 月から 2006

年３月までに、移動診療で 2,256 人が、マラリアや下痢症を含

め性感染症や日和見感染の診療を受けた。プロジェクトでは、

性感染症と日和見感染症の治療のための医薬品等を保健セン

ター・ディスペンサリーに配布し、スタッフの研修を行ったが、

保健センター・ディスペンサリーの利用者数は捉えられていな

い。なお、2006 年３月までに移動診療は、遠隔地の村を対象

として累積で 517 村を訪問し(内訳は表３－３を参照のこと)。

その後、2006 年７月までの累積訪問村数は 669 村となった。

                             
8  People Living With HIV/AIDS（PLWHA）は当事者のほか、パートナーや家族を含むエイズウイルス・エイズとともに生きる人々の

ことを意味する場合があるが、HIV 感染者をここでは指している。 
9  心理的サポートや栄養指導、簡単な病気の応急手当、また必要に応じて自助グループや医療機関への橋渡しをする。また、PLWHA

は社会的な差別や排除を受けたり、放置されたりして貧困の中で生活している場合があり、このようなときは基本的な生活面での

ケアも含まれる。 
10 政府の基礎保健施設で VCT を行う専門的な政府保健スタッフとして VCT カウンセラーがプロジェクトで養成された。 
11 厳密には Sexual Transmitted Disease (STD)の性感染症と Sexual Transmitted Infection (STI)の性感染と分けるべきであるが、特に理由

がない限り、ここでは性感染症を用いる。HIV 以外の梅毒や軟性下疳などの性感染があると、HIV に感染するリスクが高くなるの

で、性感染症の予防・治療は重要とされる。 
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2.基礎保健サービス（保健

所・ディスペンサリー等）

や移動診療車により、日

和見感染などの治療を受

けられるエイズ患者が増

える。（目標値なし） 

2.2006 年７月までに基礎保健サービス（移動診療を含む、保

健センター・ディスペンサリー）で、2,256 人以上が、マラ

リアや下痢症を含む性感染症や日和見感染症 12の治療を受け

た。保健センター・ディスペンサリーの利用者数は捉えられ

ていない。 

3.感染者の 80％が家族か

ら適切な在宅ケアを受

け、コミュニティ・カウ

ンセラーからカウンセリ

ングが受けられる。 

3.VCT センターで HIV 陽性と判定された 204 人(PLWHA)全員

が栄養食やカヤ、毛布などを含む日用品の提供と HIV 相談

や簡単な応急手当を対象としたホームケアをコミュニテ

ィ・カウンセラー (以下、「C カウンセラー」と記す)13 から

受けた。 

 【補完指標】 

4.約 40人の PLWHA がモロゴロ州病院で CD4検査 14を受けた。

5.感染者による自助グループが対象地域のンゲレンゲレとム

ラリ郡に結成された。自助グループ活動により、互いの孤独

や死への恐怖など心のうちを仲間と話すことができる、対処

法や支援に関する情報が得られる、日用品の支援がある、日

和見感染や CD４検査に関する情報交換の機会があるという

利点が認識されている。 

達成度の結論： 

 成果１はほぼ達成された。自発的カウンセリング・検査（VCT）及び性感染症治療サービ

ス、並びに移動診療サービスは、すべて基礎保健システムに組み込まれ実施されている。ン

ゲレンゲレ郡、ムラリ郡、メレラ郡の保健センター敷地内に VCT センターが建設され、2006

年６月までに 1,622 人が VCT サービスを利用した。また、同保健センター内に、性感染や

日和見感染の診療体制及び HIV の母子感染予防を行う母子保健ユニットが整備され、ンゲ

レンゲレ郡、ムラリ郡、メレラ郡における基礎保健システムの強化が図られた。 

 また、コミュニティで HIV 感染者（People Living with HIV/AIDS：PLWHA）支援を行う

C カウンセラー（地元ボランティア）がよく機能していることが確認された。2006 年６月

までに HIV 感染者となった 204 人全員が、プロジェクトで育成された 126 人の C カウンセ

ラー（地元ボランティア）によるホームケアを受けた。 

 

表３－２ VCT 利用者数と HIV テスト陽性数（2006 年６月まで） 

 対象人口 カウンセリング・

HIV テスト数 

HIV テスト陽性数

（％） 

ンゲレンゲレ VCT センター（ン

ゲレンゲレ郡） 

27,534  801 103(12.8) 

ムラリ VCT センター（ムラリ郡） 26,843  394  41(10.4) 

メレラ VCT センター（ムラリ郡） 18,151  427  60(14.0) 

計 72,528 1,622 204(12.4) 

                             
12 免疫機能の低下により引き起こされる、通常では病原性を持たないような弱毒微生物による感染症を日和見感染症という。 
13  C カウンセラーは、各村々で選出され、プロジェクトで研修を受けたボランティアである。PLWHA のホームケアを行うほか、プ

ロジェクトへの定期的な活動報告や PLWHA への物資提供を通じて、プロジェクト活動に継続的に関与した。 
14  HIV/AIDS の診断・モニタリングには、免疫細胞の数を測る CD４値が指標として用いられる。高額な測定装置や維持管理の難しさ

から、CD４検査は州病院レベルで行われている。「タ」国では CD４が 200 より下がると無料で抗レトロウイルス治療が受けられる。 
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表３－３ 移動診療車による巡回診療の累積訪問村数と利用患者数(2006 年３月まで) 

ンゲレンゲレ郡 ムラリ郡   

ンゲレンゲレ ムラリ メレラ 計 

累積訪問村数 207 139 171 517 

利用患者数 1,025 638 593 2,256 
計 1,232 777 764  

注：性感染症や日和見感染症のほか、マラリアや下痢症をも含む。 

 

 （２）活動実績 

以下に成果１に関する投入と活動の関係を示し、成果にいたる道筋の構造化を試みた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図中の各活動と成果１の因果関係を以下に説明する。（各記述の番号は、図中の矢印の

番号と一致。） 

１．VCT センターをンゲレンゲレ保健センター、ムラリ保健センター、メレラ保健セン

ター敷地内に建設し、政府機関が提供するサービスとして軌道に乗せた。 

２．VCT サービスを行う VCT カウンセラー16 人をアフリカ医療研究財団(African 
Medical Research Foundation)が主催する外部研修に参加させた。また、保健関連ス

支援と承認

7

8

  66

      1, 3, 5

CD4

協力

1,3,5

2

3, 4

性感染症及びHIV/AIDSに関
する政府の基礎保健システ
ムが強化され、またPLHAへ
のホームケアシステムが確

立される

成果 1

VCT/性感
染/母子感染
予防/移動診
療/日和見感

染

中間ターゲッ
トグループ

コミュニティ
・カウンセ

ラー

影響力を持つ
グループへの

研修

スキル、 ケア
キット 、自転

車ほか

PLWHA

 カヤ、毛
布、食料、交

通費

ンゲレンゲレ郡の人口：27,534 人
ンゲレンゲレ郡の村落数：22村
ムラリ郡の人口：44,994人
ムラリ郡の村落数：23村

社会的関心 / 
関与

自助グルー
プ活動組織化

プロジェクトの投入

ンゲレンゲレ郡とムラリ郡の人口　72,528人 

コミュニティ
の住民

保健システム
への包合

施設、機
材、医薬品の

提供

リスク行動や
偏見などの減

少

抗レトロウイ
ルス薬療法

コミュニティ
・エデュケイ
ターやピアカウ
ンセラーとの啓

発教育活動 
OUTPUT 2

保健関連ス
タッフの研修

9

VCT、性感染
症治療サービ

ス利用

ホームケア
日和見感

染、母子感染
予防

4

VCT利利用者: 
1,622人

移動診療車に
よるサービス

2,256人
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タッフに HIV/AIDS に関する知識のほか、性感染症や日和見感染症の研修を行った。

表３－４に示すように、保健関連スタッフには、保健センター・ディスペンサリー

職員、薬局スタッフ、各村落委員会（基礎保健委員、HIV/AIDS 委員、保健職員）

が含まれ、研修参加数は計画値 410 人に対して 475 人が研修を受け、達成率は 116％

であった。 

 

表３－４ 保健関連スタッフの研修実績（VCT カウンセラーを除く） 

研修対象 計画 実績 達成率（％）

政府保健センター職員  80 115 144 

薬局スタッフ  30  33 110 

各村落委員会 

（基礎保健委員、HIV/AIDS 委員、保健職員）

300 327 109 

計 410 475 116 

 

３．ンゲレンゲレ保健センター、ムラリ保健センター、メレラ保健センター、ディスペ

ンサリーや移動診療車（ンゲレンゲレ郡１台、ムラリ郡１台）で性感染症診療サー

ビスを可能とするため必要な医療器具・薬品、ガソリン代を提供した。 

４．対象地域内のンゲレンゲレ保健センター、ムラリ保健センター、メレラ保健センタ

ーの近隣３村を除く 42 村を対象に移動診療を実施し、性感染症や日和見感染症の治

療のほか、マラリアや下痢の診療も行った。 

５．ンゲレンゲレ、ムラリ、メレラの各保健センター内の RCH ユニットについて、母子

感染予防（Prevention of Mother to Child Transmission：PMTCT）に対応できるよう改築

を行った。 

６．表３－５に示すように、プロジェクトを通じてコミュニティに関与するプロジェク

ト委員会メンバーやコミュニティに影響力をもつ政府の補助職員、学校教師、宗教

指導者、伝統産婆・伝統療法師、その他のリーダーを中間ターゲット・グループ 15

とした研修とフォローアップ研修を行った。研修参加数は計画値 772 人に対し、実

績は 790 人で、達成率は 102％であった。 

 

表３－５ 中間ターゲット・グループの研修実績 

研修対象 計画 実績  達成率（％）

プロジェクト委員会メンバー  30  28  93 

政府の補助職員  30  38 127 

学校教師 156 135  87 

宗教指導者 100 131 131 

伝統産婆・伝統療法師 300 217  72 

指導者研修  27  17  63 

コミュニティに影響力をもつその他のリーダー 129 224 174 

計 772 790 102 

 

                             
15 最終ターゲットである生産年齢の住民と PLWHA に対し、最終ターゲットに直接・間接的な影響力をもつ社会層や職業をまとめて、

ここでは便宜的に中間ターゲット・グループと定義した。 
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７．表３－６に示すように 126 人の C カウンセラーが養成のための研修やフォローアップ

研修を受けた。計画に対する達成率は 81％であった。育成された C カウンセラーは、コ

ミュニティのボランティアとして PLWHA に対するホームケアや一般住民に対する VCT
受診に関する相談活動を行った。プロジェクトからは研修以外にも C カウンセラーに対し

て、活動に使う自転車やマニュアル、雨具、T-シャツなどの物資、彼らによる四半期ごと

の会合に必要な交通費、カゲラのスタディツアーの機会等が提供された。 

 

表３－６ C カウンセラーの研修実績 

研修対象 計画 実績 達成率（％） 

C カウンセラー 156 126 81 

 

８．C カウンセラーを通じて PWLHA に食糧や日常必需品、蚊帳などが提供された。2006

年６月時点で 204 名（ンゲレンゲレ 103 名、ムラリ 41 名、メレラ 60 名）の PWLHA
がこのサービスを受けた（表３－２参照）。 

９．C カウンセラーの支援により PWHLA の自助グループ形成を行い、彼らによる自助

グループ活動が始まった。 

 

３－２－２ 成果２の達成状況と活動実績 

 （１）達成状況 

成果２は達成された。表３－７において、成果２の内容、指標と達成指標、達成度の

結論を要約している。 

 

表３－７ 成果２の実績 

成果２：住民が地域での啓発教育に参加し、HIV/AIDS に関して正しい知識を身に付けるよ

うになる。 

 

 

1.対象地域のすべての村が

それぞれの HIV/AIDS 行

動変容情報プランを作

り、活動を行う。 

 

 

 

2.住民の 85％が基本的な

HIV 感染の予防法やコン

ドームの入手先を知る。 

【成果指標】 

 成果指標に対する達成状況は次のとおり。 

1.対象とする 45 村すべてについて、プロジェクトで育成され

たコミュニティ・エデュケイター16（以下、「C エデュケイタ

ー」と記す）が中心となり行動変容活動のプランが作成され

た。行動変容活動のプランは村落エイズ委員会 17 によって承

認され、C エデュケイターらが中心となって行動変容活動が

実施された。 

 

2.WVFE に基づけば、15～49 歳の 90％が３種類の予防法を知

っており、92.5％の男性がどこでコンドームを入手できる

か、少なくとも１か所以上の場所を特定することができる、

また、同様に 89.5％の女性がどこでコンドームを入手でき

                             
16 C エデュケイターは、各村々で選出され、プロジェクトで研修を受けたボランティアである。コミュニティで HIV/AIDS の行動変

容に関するプランを作成し、ピア・エデュケイター（後述）らとともに、コミュニティの祭礼や会合、集落への巡回等を通じて、

啓発活動を行う。 
17 村落エイズ委員会（Village HIV /AIDS Committees）は、「国家マルチセクターによる戦略的枠組み 2003-2007」で村ごとに設置が規

定されているもの。Village Multi-sector AIDS Committees（VMAC）とも呼ばれる。 
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 るか１か所以上の場所を特定することができる。下表はその

内訳で、基本的な予防法に対する行動を間接的に知る指標で

もある。 

  

15～49 歳におけるコンドーム入手先数への知識 

 ３か所(％) ２か所(％) １か所(％) 知らない(％)

男性 45.1 30.2  7.2  7.5 

女性 31.1 34.9 23.5 10.5  

 【補完指標】 

3.グループ・インタビューでは、伝統産婆や伝統療法師、マサ

イ族で感染リスクが高いとされる行動様式の変容が起こっ

たことがわかった。例えば、割礼の際の刃物の共有を止める

ことや未亡人を引き受けの禁止など。 

 

4.累積で約 1,500 人のコミュニティ・リーダーや伝統産婆、伝

統療法師、宗教指導者、コミュニティで働く政府役人、教師

など社会的影響力がある人々が研修を受けた。 

達成度の結論： 

 成果２は達成された。コミュニティで影響のある人々延べ 1,500 人（学校教師、宗教指導

者、伝統産婆・伝統療法師、村のリーダー・役人等）に対して、HIV/AIDS の基礎知識や予

防法、コミュニティでの役割についての研修が実施され、人々の HIV/AIDS への理解度が高

まった。対象地域にある 45 村で行動変容活動のプランが作成され、村落エイズ委員会によ

って承認され、実行された。その結果、調査によると男女とも住民の 90％がコンドームの

入手方法について知る結果となり、目標値の 85％を上まわった。地元ボランティアの啓発

教育と感染者ケアの活動拠点となる HIV/AIDS リソース・センターがンゲレンゲレ、ムラリ

郡に設置され、自立的な運営を目指した運営委員会が形成された。 
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 （２）活動実績 

以下に成果２に関する投入と活動の関係を示し、成果にいたる道筋の構造化を試みた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図中の各活動と成果２の因果関係を以下に説明する。（各記述の番号は、図中の矢印の

番号と一致。） 

１．村落エイズ委員会やプロジェクトスタッフから構成されるンゲレンゲレ郡とムラリ

郡のサブ委員会委員（プロジェクトの運営とモニタリングの項参照）や政府の補助

職員、教師、宗教指導者、伝統療法師・伝統産婆、コミュニティ・リーダーらコミ

ュニティに影響をもつ中間グループを対象に HIV/AIDS の知識やリスク行動に関す

る研修とフォローアップ研修を実施した。（成果１の活動６と共通） 

２．各村(45)で行動変容にかかわる啓発活動を行う C エデュケイター128 人を育成した。

これには C エデュケイターとしての各種スキル研修や C エデュケイター会合、行動

変容活動に必要な自転車、活動教材、C エデュケイター用マニュアルなどが含まれ

る。C エデュケイターは、コミュニティの行動変容プランをもとに C カウンセラー

啓発教育活動

2

3

1

支援と承認

6

住民が地域での啓発教育
に参加し、HIV/AIDSに関
して正しい知識を身に付

けるようになる。
成果 2

中間ターゲッ
トグループ

コミュニティ
・エデュケイ

ター

影響力のある
グループへの
研修、行動変

容教材

スキル、教育
キット、自転

車など

コミュニティで
の行動変容 プ
ランの作成

プロジェクトの投
入

コミュニティ
の住民

自発的な活動
の継続

施設、機材、薬
品の提供とス
タッフの研修, 

リスク行動と
偏見の減少

ンゲレンゲレ、ムラリに建設

HIV/AIDS リ
ソース・セン

ター

自立的な運営先進地のリソー
ス・センター見

学

ドラマ、ス
ポーツ大会な
どの年間イベ

ント

4

5

ンゲレンゲレ郡の人口：27,534 人
ンゲレンゲレ郡の村落数：22村
ムラリ郡の人口：44,994人
ムラリ郡の村落数：23村
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やピア・エデュケイター18 らと定期的に集落を回り、ドラマや歌などの行動変容ア

プローチによって住民の啓発活動を行った。 

 

表３－８ C エデュケイターの研修実績 

研修対象 計画 実績 達成率(％) 

C エデュケイター 110 128 116 

 

３．C エデュケイターや C カウンセラー、ピア・エデュケイター、周辺住民に HIV/AIDS
に関する情報を提供するために、HIV/AIDS リソース・センターを対象地域内に建

設した（ンゲレンゲレに１か所、ムラリに１か所）。また、HIV/AIDS リソース・セ

ンター係員を育成した。 

４．HIV/AIDS リソース・センターの自立的運営を目指して、ムラリ HIV/AIDS リソース・

センター運営委員会が創設され、実際の運営を開始した。また、ンゲレンゲレ

HIV/AIDS リソース・センター運営委員会が作られた。HIV/AIDS リソース・センタ

ー係員８名がセンターの運営について学ぶため、先進地域であるダルエスサラーム

とドドマへのスタディツアーに参加した。 

５．演劇やスポーツ大会などのイベントを各村で年に２回ほど実施し、住民への啓発教

育の強化が行われた。 

 

                             
18 同じ年齢層や職場、性別など日常的・社会的に近い仲間同士の関係性を利用して、互いに学習効果を高めるアプローチで仲間教育

とも訳されている。 
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 ３－２－３ 成果３の達成状況と活動実績 

 （１）達成状況 

成果３は達成された。表３－９において、成果３の内容、指標と達成指標、達成度の

結論を要約している。 

 

表３－９ 成果３の実績 

成果３：若者や女性を HIV/AIDS 感染の危険から守るための環境が整う。 

 

 

1.90％の小・中学校におい

て HIV/AIDS 教育が実施

される。 

 

 

 

 

【成果指標】 

 PDM 上の成果指標に対する達成状況は次のとおり。 

1.ンゲレンゲレ郡には 22 の小学校と 2 中学校、ムラリ郡には

23 の小学校と３中学校がある。小・中学校では HIV/AIDS
の教育を行うことになっているが、実際には学校のイニシア

ティブで行われることは少ない現状下、プロジェクトにより

その実施が促進された。WVFE によると対象地域内の 50 の

小・中学校すべてで HIV/AIDS の教育プログラムが実行され

た。 

 

2.学生及び学校に通ってい

ない若者の間でピア・エ

デュケイターが活動す

る。 

 

 

 

2.WVFE によると研修を受けた教師とピア・エデュケイター

は、学んだ知識とスキルを活かし、クラスや家族、近隣で啓

発活動を行った。学校では HIV/AIDS クラブができ、活動を

行った。C カウンセラーのモニタリングでは、研修を受けた

学校に通っていないピア・エデュケイターらも機能している

と報告されている。 

 

3.経済的な問題を持つ家庭

の女子がドロップアウト

せずに勉学を続けられ

る。 

 

 

3.エイズで両親または片親を失った貧しい家庭の女子生徒を

対象とする奨学金を開始したが、男子生徒も同じ状況にある

ことがわかったため、男子生徒にも支援を行うこととした。

プロジェクトでは女生徒 25 人、男子生徒 23 人の計 48 人に

対して奨学金を支援した。 

 

4.性に関する交渉スキルを

身に付ける女性や少女が

50％増える。 

4.WVFE によると、相手に対してコンドーム使用を常に要求で

きるとする女性が 25.6％から 64％に増えた。相手に対して

コンドーム使用を納得させることができるとする思春期女

子(14～19 歳)も 20％から 69％に増えた。実際の行動を確認

することは困難であるが、アンケート回答の結果はいずれも

目標値の 50％を超えている。 

達成度の結論 

 成果３は達成された。対象地域にある 53 の小・中学校の生徒と学校に行かない若者、コ

ミュニティの女性を対象に、ピア・エデュケイター（地元ボランティア）を 554 人育成し、

学校の内外で仲間同士の相互作用を利用した啓発活動が行われた。HIV/AIDS で親を失った

48 人の生徒に奨学金を支給した。調査によると成人女性・思春期女性のいずれも相手に対

してコンドーム使用を要求できると回答する女性が、20％程度から 60％以上に増えた。 
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以下に成果３に関する投入と活動の関係を示し、成果にいたる道筋の構造化を試みた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図中の各活動と成果３の因果関係を以下に説明する。（各記述の番号は、図中の矢印の

番号と一致。） 

１．各学校で HIV/AIDS 啓発教育が行われるよう学校委員会委員 197 人の研修とフォロ

ーアップ研修を行った。表３－10 に示したように学校委員会委員の研修の達成率は

126％となった。 

２．学生と女性の間で知識が広がるよう学生・女性ピア・エデュケイター375 人を育成

し、達成率は計画に対して 169％となった。学生・女性ピア・エデュケイターの研

修には、HIC/AIDS の知識のみならず、意思決定に必要な交渉スキルやコンドーム

装着、ロールプレイなどのライフスキルなどが盛り込まれた。学校に対しては、ピ

2

1

4

3

5

若者や女性をHIV/AIDS感
染の危険から守るための

環境が整う

成果 3

学校委員会委
員

学校ピア・エ
デュケイター

奨学金

研修、ライフ
スキル、啓発
教育キット

ンゲレンゲレ郡の村落数：22
ンゲレンゲレ郡の世帯数：5,509
ムラリ郡の村落数：23
ムラリ郡の世帯数：12,522 

社会的な関
心・関与 

学校での
HIV/AIDSク
ラブ活動組織化

プロジェクトの投入

コミュニティ
の中の家

族・保護者

自発的なボラ
ンティア活動

リスク行動と
偏見の減少

学校教師

影響力のある
グループへの

研修

ターゲティン
グ、研修

学校に行かな
い若者

クラスメイ
ト、友達

学校に行かない
若者のピア・エ
デュケイター

研修、ライフ
スキル、啓発
教育キット

貧困女子生徒

生計向上グ
ループ

6

ンゲレンゲレ郡の小学校数：22
ンゲレンゲレ郡の中学校数：2
ムラリ郡の小学校数：23
ムラリ郡の中学校数：3
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ア・エデュケイターには啓発用のマニュアルやポスターなどを含めた啓発教育キッ

トが配布され、学校間イベントの開催などを通じての学生ピア・エデュケイターの

実践の機会が与えられた。 

 

表３－10 学校委員会メンバー研修と各ピア・エデュケイター研修の実績 

研修対象 計画 実績 達成率(%)

学校委員会メンバー 156 197 126 

学生・女性ピア・エデュケイター 222 375 169 

学校へ行かない若者のピア・エデュケイター  86 177 206 

計 464 749 161 

 

３．エイズで両親または片親を失った 48 人の貧困学生に対して奨学金を提供し、学校中

退を防止した。 

４．学校に通わない若者に対して彼らの間でエイズの正しい知識が広がるようピア・エ

デュケイター177 人が育成され、計画に対して達成率は 206％となった。 

５．女性や若者 209 人の生計向上グループに対し、小規模ローンへのアクセスの仕方な

ど、職業訓練を行った。また、ンゲレンゲレ郡の５グループ、ムラリ郡の８グルー

プに対し 800 万 TSh（約 73 万円）の物資ローンを提供した。 

６．各学校の HIV/AIDS クラブの組織化と活動を支援した。 
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３－２－４ 成果４の達成状況と活動状況 

 （１）達成状況 

成果４は約 50％達成された。表３－11 において、成果４の内容、指標と達成指標、達

成度の結論を要約している。 

 

表３－11 成果４の実績 

成果４：マサイ族や移動を伴う人々（トラックドライバー、ゲストハウスワーカー等）を

HIV/AIDS 感染の危険から守るための環境が整う。 

 【成果指標】 

 

1. マ サ イ 族 リ ー ダ ー の

75％が HIV/AIDS の知識

を身につけ、マサイ族の

間で啓発活動を積極的

に促進するようになる。 

 PDM 上の成果指標に対する達成状況は次のとおり。 

1.マサイ族コミュニティに影響のあるマサイ族リーダーはプ

ロジェクト対象地域に 20 人いる。プロジェクトは彼ら全員

に HIV/AIDS に関する研修を行った。マサイ族リーダーは伝

統的な踊り 19 Oloipi/Esoto の夜の挙行や重婚がリスク行動につ

ながるとして、これらを禁じるというマサイ族コミュニティ

の規範を変える重要な役割を果たした。 

 

2.マサイ族の間でピア・エ

デュケイターが活動す

る。 

 

2.表３－12 に示すようにマサイの若者 39 人、女性 28 人、男

性 48 人がピア・エデュケイターの研修を受けた。しかし、

彼らの公式な啓発活動の機会は、マサイ族リーダーが他の目

的で招集する場合に限られていた。 

 

3.移動を伴う人々が基本的

な HIV 感染の予防法を知

り、実際にコンドームに

アクセスする人が増え

る。 

3.トラックドライバーや鉱山労働者、バーの従業員らに対し、

研修や啓発活動は行われたものの、その後の動向を追跡する

ことは非常に難しく、WVFE の調査でもゲストハウスの女性

従業員５人にコンタクトできたに過ぎなかった。 

達成度の結論： 

 マサイ族コミュニティに強い影響力をもつマサイ族リーダーへの研修やマサイ族若者の

ピア・エデュケーター育成、地域内外を移動するトラックドライバーや飲食店の女性への研

修を通じて、HIV 感染に脆弱性をもつグループへ啓発活動が行われた。マサイ族コミュニテ

ィについてはプロジェクト活動による行動変容を確認できたが、その他の移動人口について

は技術的な問題もあり、プロジェクトによる行動変容は確認できない。このため、達成度は

50％程度と推定される。 

 

 （２）活動実績 

成果４に関する活動実績は次のとおり。 

１．対象地域に住む少数民族であるマサイ族 139 人に対して、表３－12 に示すように指

導者やピア・エデュケイターの研修を通じて、予防啓発活動を実施した。これには、

表３－12 に示すようにマサイ族コミュニティに強い影響力をもつマサイ族酋長と

                             
19 夜の踊りはマサイ族コミュニティに限らず、ほかのコミュニティでもそれぞれの形で行われている。性行動が高まる機会だという。 
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の会合、マサイ族青年ピア・エデュケイター、マサイ族女性ピア・エデュケイター

への研修、マサイ族男性ピア・エデュケイターへの研修が含まれる。 

２．表３－12 に示すようにゲストハウスやバーの店員などの移動人口 122 人に対する研

修や予防啓発活動を実施した。また、彼らを対象としたポスター等を配布した。 

 

表３－12 マサイ族とその他の移動人口に対する研修実績 

研修対象 計画 実績 達成率（％）

マサイ族酋長会合  20  24 120 

マサイ族青年 P エデュケイター   -  39   - 

マサイ族女性 P エデュケイター   -  28   - 

マサイ族男性 P エデュケイター   -  48   - 

マサイ族コミュニティ全体 130 139 107 

トラックドライバー、鉱山労働者、バー店員等 120 122 102 

 

３－３ プロジェクト目標の達成状況 

 プロジェクト目標「対象地域（ンゲレンゲレ郡、ムラリ郡）で人々の HIV 感染に係るリスク

行動が減少する」はほぼ達成されたと判断できる。理由は次のとおり。 

 

（１）プロジェクト目標の指標１「若者の男女、大人の男女、マサイ族、移動を伴う人々のそ

れぞれにおいて、安全な性交渉を行う人の割合が増加する」の達成状況について、以下の

類似指標の変化によって安全な性交渉を行う割合が増えたと推察できる。 

１）中間評価の際、50％の女性が相手に対してコンドームの使用を要求できると回答して

いる。これに対して WVFE の調査では、70％の女性が相手に対してコンドーム使用を納

得させることができるとしている。 

２）中間評価の際、過去１年間に 58.5％の男性と 32.9％の女性が複数の相手と性交渉を

もったと回答しているのに対し、WVFE の調査では過去１年間に男性は 27.3％、女性は

12.6％に減少した。 

 

（２）プロジェクト目標の指標２「若者の間で、初めての性交渉時の平均年齢が上がる」の達

成状況について、フォーカス・グループ調査では「平均年齢」のようなデータを得ること

はできない。ただし、上記指標を補完するものとして、以下のような定性的な変化が WVFE
のフォーカス・グループや今回のグループ・インタビューで浮かび上がった。 

１）マサイ族コミュニティは彼らの文化的伝統を守り続けているが、HIV/AIDS に対する

態度は変わった。彼らは HIV/AIDS の予防のために望ましくないとされる重婚 20や夜の

踊りが減少したことを認めている。 

２）プロジェクトは、住民の VCT サービスを利用し自身の HIV 感染を知りたいという欲

求を促進した。1,622 人が VCT サービスを利用したという事実は、ターゲットの行動変

容を裏付けるものである。 

３）コミュニティに影響がある人々の行動変容やコミュニティの様々な変化が抽出された。

伝統産婆が出産の際に手袋を付けることや割礼の刃物を共有しないこと、割礼を医療施

                             
20 未亡人の引き受けを含む。 
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設で行う人々がでてきたこと、結婚前に VCT サービスを受けるようパートナーや親戚

が求めるようになったこと、一般の村でも祭事等で行われる夜の踊りが昼に挙行される

ようになったことなどである。 

 

３－４ 上位目標の達成見込み 

 HIV/AIDS/STI サーベイランス報告書（No.19）によると 2010 年まではモロゴロ州の感染率 21

の変化はほとんどなく、地方部ではむしろ新規感染者の割合が増えると予想している。「モロ

ゴロ州の HIV 感染率が減少する」という上位目標は、プロジェクトの対象地域の人口は州全体

の人口の４％程度に過ぎないこと、また、HIV 感染率の減少には多くの要因が影響しているこ

とから、直接的に上位目標の達成を予想することはできない。しかしながら、本プロジェクト

で支援された保健サービスの提供や、様々な行動変容が他の地域でも展開されれば、HIV 感染

率の減少に貢献すると見込まれる。 

 

３－５ プロジェクトの実施プロセス 

（１）プロジェクトの運営とモニタリング 

次頁の図に示すように、プロジェクトは、プロジェクト・マネジャーとチームリーダー、

ンゲレンゲレとムラリの ADP 委員長と書記長、プロジェクト調整員、ワールドビジョン

ゾーン HIV/AIDS 調整員で構成するワールドビジョンのプロジェクト委員会がプロジェク

トの管理責任をもつ形で運営された。 

ンゲレンゲレとムラリ郡にはそれぞれワールドビジョンの ADP 委員会が設置されてい

るが、プロジェクトの現場とを結ぶ実行組織として HIV/AIDS サブ委員会が ADP 委員会の

もとに設置された。この HIV/AIDS サブ委員会のメンバーには、ワールドビジョンのプロ

ジェクト基礎保健ファシリテーターやプロジェクト学校ファリシテーターらに加え、各村

から村落エイズ委員会のメンバーと区を代表する C カウンセラー、C エデュケイター22が

入った。 

プロジェクトのモニタリングは C カウンセラーと C エデュケイターによる月報とファシ

リテーターらによる四半期ごとの巡廻視察を通じて行われた。プロジェクトは現場との調

整業務や様々なミーティングもモニタリング機会として活用した。 

 

 

                             
21 Prevalence rate. HIV 陽性率のことである。 
22 C カウンセラー、C エデュケイターはプロジェクトで育成されたもの。 
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（２）県政府との関係、ターゲット・グループとの関係 

JICA の事業運営の枠組みである合同調整委員会を通じて、県政府の県保健医務官とは定

期的にプロジェクト活動の進捗や問題について情報交換を行い、密に調整が行われた。本

プロジェクトで支援された VCT センターは、モロゴロ県とボメロ県における最初の VCT
センターであったことから、県政府は本プロジェクトの経験を VCT サービスの県内の拡

大に活かそうとしている。プロジェクトの研修講師として、県の保健医療スタッフの参加

もあった。 

一方、対象地域で直接研修を受けた対象地域住民は、延べ 2,500 人を超えた。C カウン

セラーと C エデュケイター、ピア・エデュケイターらによる活動を含めると相当量の社会

参加を生み出したといえる。HIV 感染を公にした PLWHA に対しては、活動支援を通じて

プロジェクトチームとの直接的な交流があったものの、ほかの PLWHA は C カウンセラー

のみが知り、秘密は保持された。 

 

 

ワールドビ
ジョンプロ
ジェクト
チーム

コミュニティ・エ
デュケイター

コミュニティ・カ
ウンセラー

プロジェクト合同調整委員会(JCC)

県保健医務官

JICA
県エイズ対策調

整官

県事務局長エイズ協議会調
整官

成果 1

成果 2 成果 3

成果 4

ワールドビジョ
ン　プロジェクト

委員会

ムラリADP 
委員会

ンゲレンゲレ
ADP 委員会

ADP HIV/
AIDS　サブ

委員会

ADP HIV/
AIDSサブ委

員会

25 村落 エイズ委員会メンバー
4 コミュニティ・カウンセラー
4 コミュニティ・エデュケイター
1プロジェクト基礎保健ファシリテーター
1 プロジェクト学生支援ファシリテーター
1 その他

四半期ごとの訪問モニ
タリング

月報によるモニタリング
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第４章 評価結果 
 

４－１ 評価５項目の評価結果 

 ４－１－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は評価時点でも依然高い。理由として次の点が挙げられる。 

・モロゴロ州の HIV 感染率が比較的高く、介入の優先度が高い。 

・HIV 感染が地方に広がりつつあり、住民の予防とケアのニーズに合っている。 

・JICA の「タ」国における保健／エイズ分野支援プログラムに沿っている。 

・「タ」国の HIV/AIDS に関する「NMSF 2003-2007」で示されている目的や優先分野に合致

している。 

・それぞれの県が６か所の VCT センターを設置するという HIV/AIDS に関する保健戦略の計

画に合っている。 

・草の根レベルへのアプローチとして適切である。 

 

妊産婦を対象とした 2003/04 のサーベイランスでは、モロゴロ州の感染率は 9.0％と「タ」

国平均の 7.3％を上まわり、ムベヤ州、タンガ州に次いで高い。また、供血者の感染率でみ

ると、モロゴロ州の中でボメロ県が６県の中で 16.2％と最も高く、モロゴロ県の 6.6％は３

番目に高い数値を示している。 

 

ベースライン調査では、HIV/AIDS の基礎保健サービスへの統合や性感染対策、HIV/AIDS
に関する教育啓発活動、HIV 感染に対する若者の脆弱性の軽減、移動人口に対する対策が提

示された。HIV/AIDS/STI サーベイランス調査報告書によると、都市部よりも地方部で新規

HIV 感染者が 2010 年まで増え続けると予想しており、プロジェクト対象地域のような地方

部でのニーズはむしろ緊急性を増している。マサイ族コミュニティに関しては、HIV 感染に

対するその伝統的な文化・習慣がもつ脆弱性が危惧されている。 

 

プロジェクトは JICA 国別事業実施計画に位置付けられる「HIV/AIDS 対策プログラム」に

沿ったものである。本プロジェクトは同プログラムの目的である HIV 感染予防に貢献するも

のであった。 

 

プロジェクトは、「タ」国の「HIV/AIDS に関する国家政策 200123」や「NMSF 2003-2007」
に沿って行われた。特に「NMSF 2003-2007」では、保健セクターにおける取組みとして、

性感染対策やコンドーム普及、母子感染予防、VCT サービスなどの予防面とケア・治療の両

面からの戦略的な HIV/AIDS 対策が謳われている。プロジェクトは、既存の基礎保健システ

ムへ VCT の包合を目指したものであり、この戦略的目的とテーマにおいても、整合性を有

している。 

 

HIV/AIDS 対策を、セクターを超えた横断的なアプローチによって取り組むことは「タ」

国の課題とされている。プロジェクトは草の根レベルで、様々な社会グループに対して関与

                             
23 National Policy on HIV/ＡIDS November 2001。政府の HIV/AIDS へのコミットメントを強く表明した文書である。 
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を働きかけた。HIV 感染が地方へと広がるなか、コミュニティの能力強化は、適切なアプロ

ーチである。また、プロジェクトの対象地域は、ワールドビジョンの貧困削減事業である

ADP が同時に実施されており、ADP の人的ネットワークを活用できたこと、農業や教育な

ど他の分野と補完的なプログラムとして実施されていたことも適切であった。 

 

 ４－１－２ 有効性 

プロジェクトは、HIV 感染のリスク行動を軽減し、感染者の社会的支援の向上に有効であ

った。理由は次のとおり。 

・住民が VCT を受け入れ、その利用が進んだ。 

・コミュニティの中の PLWHA への社会的支援のメカニズムとケアが確立された。 

・PLWHA による自助グループ活動が始まった。 

・コミュニティの中で HIV/AIDS の話ができるようになった。 

・コミュニティ内で HIV/AIDS に関する理解が進み、PLWHA への差別や偏見が減った。 

・予防教育への活動に活発な参加があった。 

・コンドーム使用に対する変化のほか、影響力のあるグループやコミュニティに変化が起こ

った。 

・村落エイズ委員会の協力のもとで行動変容活動が確立された。 

 

 （１）上位目標に対するプロジェクト目標の貢献度 

プロジェクトの対象地域の人口は州人口の４％程度のため、上位目標に対する直接的

な貢献は小さいが、本プロジェクトの活動が他地域に展開された場合にはそのインパク

トは期待できる。 

 

 （２）プロジェクト目標に対する成果の貢献度 

プロジェクト目標の実現には成果１から４が貢献した。 

１）成果１：保健スタッフへの研修や VCT サービスの提供、移動車両の運用、性感染症

の適切な管理は基礎保健サービスシステムの強化につながった。特に VCT サービス

は、自発的な行動を伴う行為であることから、住民に行動変容が起きたと理解でき

る。VCT 利用が進み、HIV 感染のリスク行動の減少に貢献した。 

・成果１：C カウンセラーの育成と彼らによるホームケア、彼らを通じての生活物質

の支援・モニタリングによって、コミュニティの中の感染者への社会的支援のメカ

ニズムとケアが確立された。さらに、プロジェクトによる PLWHA の組織化と C カ

ウンセラーの支援によって感染者による自助グループ活動が始まった。 

・成果１、成果２：PLWHA の増加も一因であるが、コミュニティに影響のあるグルー

プの研修への参加によって、彼らの HIV/AIDS に対する正しい理解が促進され、態

度と行動の変化が導引されてきた。やがて差別や偏見も減り、誰もがコミュニティ

の中で HIV/AIDS の話ができるようになった。 

２）成果２：C エデュケイターの育成と彼らの行動変容活動のプラン作成・その実施サ

イクルの定着によって、遠隔地の集落への家庭訪問や祭事でのドラマや歌による啓

発活動など、コミュニティのメンバーに浸透する方法、また持続的に行われる方法
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が確立された。 

３）成果３：学校を中心とした HIV/AIDS 教育プログラムが実施され、生徒間のみなら

ず、生徒を介して家庭やコミュニティでの予防への気付きが促された。この方法で、

学校へ行っていない生徒や若者・女性のピア・エデュケイターを含めるなど、脆弱

な若者全体をカバーした。 

・成果１、成果２、成果３：多方面にわたって影響ある人々に関与を働きかけた結果、

住民と取り巻く環境が変わった。これには、性交渉場面での個人のコンドーム使用

に対する態度の変化のほか、複数相手との性交渉への社会的圧力や伝統的な踊りを

夜から昼に変えるなどの社会規範の変化、牧師ら宗教指導者の HIV/AIDS 問題の受

容なども含まれる。 

４）成果４：マサイ族コミュニティでも HIV 感染予防にかかわる規範をマサイ族コミュ

ニティの規範として一部導入するなど変化があった。未亡人の引き受けや割礼の際

の伝統的ナイフ使用の禁止、マサイ族の伝統的な踊り Oloipi/Esoto の夜の挙行の禁

止、PLWHA への牛の提供などをマサイ族リーダーが決めたことなどである。しか

し、トラックドライバーやバー店員などプロジェクト地域を出入りする移動人口へ

の効果は明らかでない。 

 

プロジェクトは、その設置を政府から義務づけられている村落エイズ委員会 24 の関与

を当初から求めており、コミュニティ・リーダーを通じて選定された C カウンセラーと

C エデュケイターを活用しながら、リスク行動の軽減と感染者の支援という予防とケア

の推進役を担った。 

 

 （３）貢献・阻害要因 

１）貢献要因として以下が挙げられる。 

・コミュニティ・リーダーや宗教指導者を含めた多方面からの HIV/AIDS に関する正

しい知識の普及と啓発の働きかけでコミュニティ内の HIV/AIDS を受け入れる基盤

ができてきたところに、HIV 陽性であることを PLWHA 自身が公表し、自発的な活

動が始まった。そのことが、コミュニティ内の差別や偏見をさらに軽減させていく

機会となり、また PLWHA 同士のカウンセリング効果を高めた。 

・高い住民参加の度合い、JICA・NGO 間の連携による適切な投入、プロジェクトと政

府、コミュニティ、関係者らの協働関係、ADP を基盤とした活動の展開、プロジェ

クトチームのチームワークの良さが、プロジェクト成果の実現に貢献した。 

２）阻害要因として以下が挙げられる。 

・HIV/AIDS に対する差別や偏見のイメージは減少したとはいえ、一般にはまだ根強い

偏見がコミュニティにはあり、変化への阻害要因になっている。 

・コンドームへの高い需要があるものの、コンドームが入手できる店が遠いことや貧

困ゆえの購買力の低さがコンドームへのアクセスの障害となっている。 

・VCT センターの HIV 検査を受ける意欲があるにもかかわらず、VCT センターまで

への距離の遠さが、VCT サービスへのアクセスの障害となっている。 
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・マサイ族や他の部族にはスワヒリ語に対応する言語がない場合があり、ビデオ学習

などでは学習効果の阻害要因となった。 

・マサイ族はリーダーの影響力が非常に強く、リーダーの理解と協力が得られない場

合、マサイ族若者に対する教育を行ううえでの阻害要因となる。 

・貧困が少女や女性を高いリスク行動（お金のための性交渉）に追いやっている。 

・若者の失業がアルコール中毒や薬物乱用へと向かわせ、HIV 感染への潜在的なリス

ク要因となっている。 

 

 ４－１－３ 効率性 

  プロジェクトは概ね効率的であった。理由は以下のとおり。 

・コミュニティ・リーダーによって選定された C カウンセラーと C エデュケイターは、リー

ダーから信任されたことで無償ボランティアであっても高い意欲があり、コミュニティの

ニーズに積極的に対応した活動を行った。逆に、無償であることがコミュニティの人々か

らの信頼を得ることにつながったとする声も聞かれた。 

・ほとんどの投入と活動は成果の産出へと変換された。 

・主要な成果がプロジェクト目標の達成に貢献した。 

・ただし、HIV/AIDS リソース・センターの建設と、母子感染予防のための RCH ユニットの

改修の遅れから、それらの投入は完全に利用可能な状況までに至っていない。(プロジェ

クト終了時までには利用される予定。) 

 

 （１）投入の適切さ 

プロジェクト運営委員会のメンバーは、ワールドビジョンジャパンのマネジャーを除

く全員が ADP で活動していたタンザニア人で現地の事情にも通じている。コミュニテ

ィ活動のキーパーソンとして活動する C カウンセラーと C エデュケイターもローカル資

源の適用という点から適切であった。また、プロジェクトでは、VCT センターや RCH
ユニットの改修、HIV/AIDS リソース・センターの建設、様々な関係者への研修、PLWHA
への物資支援、生計向上活動のための物資ローン制度構築、C カウンセラーと C エデュ

ケイターの活動を支えるための自転車やレインコート、医薬品キット支援などの投入が

行われた。村での聞き取りや現場視察の結果、不適切と考えられる投入は行われていな

かった。研修参加者の延べ人数は、ほとんどの研修でその計画値を超えた。 

 

 （２）成果への変換 

ほとんどの投入と活動は成果の産出へと変換された。プロジェクトが直接的に関与し

た活動は、様々なグループを対象とした研修の提供と先進地域への研修旅行である。コ

ミュニティでの活動は、プロジェクトで育成された C カウンセラーや C エデュケイター、

ピア・エデュケイターにより計画され、実施された。彼らは自らの役割を担い、自発的

にコミュニティや学校で求められる活動を実践した。その実践が VCT センターの利用

や知識・態度・行動の変化につながった。ただし、トラックドライバーやバー店員を対

象にした活動と成果の連関関係は検証できていない。 
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 （３）投入のタイミング 

ンゲレンゲレとムラリの HIV/AIDS リソース・センターとムラリの母子感染予防のた

めの RCH ユニットの建設が遅れた。建設は最後の仕上げ段階にあるが、一部内部塗装

や資機材の購入等が残っている。 

 

 （４）貢献・阻害要因 

１）貢献要因として以下が挙げられる。 

・コミュニティに対して様々な影響あるグループの関与と活用 

・マニャラ州シマンジロ県で実施されている HIV/AIDS に対する包括的コミュニティ

動員アプローチなど WVT の経験と知識資源の本プロジェクトへの活用 

２）阻害要因として以下が挙げられる。 

・母子感染予防サービスの導入に関する計画は当初はなく、後で組み入れられたため、

活動の方向性の検討や改修の実施が遅れたこと。 

・現場の様々な事情による RCH ユニットやリソース・センターの建設の遅れと情報教

育コミュニケーションに使う印刷物の配布の遅れ。 

 

 ４－１－４ インパクト 

HIV 感染や性感染が減少するという想定されたインパクトは現時点で観測できていないが、

PLWHA やコミュニティ（特にマサイ族コミュニティ）、県の保健体制で様々な変化が認めら

れ、今後活動が持続されれば HIV 感染率の減少につながることが予測される。 

 

 （１）PLWHA 

プロジェクトが提供した食糧や日和見感染の治療により、PLWHA の生活が改善され

た。コミュニティ内での啓発活動により差別・偏見の解消が進み、C カウンセラーらの

支援により、何人かの PLWHA が受動的立場から抜け出し、自分たちが HIV 感染者であ

ることを公にするようになった。彼らは、自助グループを形成し、プロジェクトから

PLWHA のケア・サポートや栄養管理、生計向上活動をするための研修を受け、定期的

な会合を行い、ロゴロ州病院で受ける CD４検査のために交通費基金を集めたり、日常

の家事を互いに助ける活動を行ったり同じ立場にあるほかの PLWHA を支援するように

なった。これにより、40 人の PLWHA が CD４検査を受け、そのうちの何人かは抗レト

ロウイルス薬の治療を開始した。 

 

 （２）コミュニティ 

C カウンセラーと C エデュケイターの中の 17 人は、コミュニティでの役割の重要性

を理解し、他の人たちを指導する機会を求めて指導者(Training of Trainers：TOT)とな

った。結婚前のカップルや両親が結婚相手に対して VCT センターで HIV 検査を行うこ

とを条件とするような社会的な変化が生まれた。 

それまで提供されていなかった VCT サービスをはじめ、性感染症治療、日和見感染

予防・治療、母子感染予防のサービスがこの地域の基礎保健サービスに組み入れられ、

住民が利用できるようになった。 
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 （３）マサイ族コミュニティ 

マサイ族リーダーらが HIV 感染予防のためにマサイ族コミュニティの規範を変えた。

伝統である夜間での踊りを止め、若いマサイ族の男女が放牧キャンプ地で一緒に眠るこ

とを廃止した。マサイ族コミュニティの HIV 感染予防の一つのモデルとなった。 

 

 （４）県保健行政チーム 

プロジェクトで設置された VCT センターは、モロゴロ県とボメロ県の最初のセンタ

ーとして建設された。両県の医務官は、VCT センター運営の教訓を活かし、プロジェク

ト終了後にいくつかの VCT センターを新設すること計画し、予算申請を行っている。 

 

 （５）貢献・阻害要因 

１）貢献要因として以下が挙げられる。 

・コミュニティ・リーダーらの強い関与と責務。特にマサイ族リーダー 

・積極的な住民参加と関係者間の連携 

・VCT サービスへのコミュニティの前向きな反応 

２）阻害要因として以下が挙げられる。 

・VCT サービスの利用者拡大により、治療を受けられる住民の拡大というインパクト

が想定できるが、CD４検査の継続性の難しさが阻害要因として考えられる。感染者

は CD４検査の値が 200 以下ならば無料の抗レトロウイルス薬による治療を受ける

ことができるが、その値が 200 になっていなければモロゴロ州病院で定期的に検査

を受けなければならない。この交通費は、PLWHA にとって子供の学費、食糧、薬代

に加えて、さらなる負担となっている。連絡手段が乏しいなか、CD４検査を実施す

る日取りが合わないことも PLWHA にとって負担になっている。 

 

 ４－１－５ 自立発展性 

ある程度の自立発展性が確保された部分もあるが、プロジェクトの効果の持続性は、以下

の条件が整えば、より確かなものになるだろう。 

・プロジェクト終了後も、各ステークホルダーによって活動の継続が行われ、関係者間の連

携が行われること。（プロジェクト終了後の活動計画は、最終合同調整委員会で承認され

た “Project Handing Over Plan”に記載。付属資料の合同評価報告書 Attachment２参照。） 

・育成されたコミュニティ・ボランティア 25 への継続的な研修や活動への支援などを通じて、

彼らの動機が持続すること。 

 

 （１）VCT／性感染／日和見感染症に関する診断・治療サービスの県保健システムへの統合 

保健行政チームは、VCT や性感染症、日和見感染症の診断・治療の確立に関して計画

段階から関与していた。プロジェクト終了後の継続性を確保するために、保健行政チー

ムはこれらのサービスにかかわる管理や必要な医薬品、HIV 検査キット、必要な人件費

等を 2006 年度（2006 年７月～2007 年６月）の包括的県保健計画（Comprehensive Council 
Health Plan）の予算として申請済みである。モロゴロ県の場合、HIV/AIDS 関連として
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 C カウンセラー、C エデュケイター、ピア・エデュケイターを意味する。VCT カウンセラーは入らない。 
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県全体で 1800 万 Tsh（約 164 万円）が 2006 年度予算として割り当てられている。これ

には、２か所の新規 VCT センターの設置、巡回 VCT サービス、学校ピア・エデュケー

ションへの支援、母子感染予防のための抗レトロウイルス薬費と母子感染予防に必要な

人材の研修費が含まれている。 

 

 （２）Project Handing Over Plan（プロジェクト受け渡し計画） 

プロジェクトは各村代表や ADP 関係者、県医務官らとワークショップを開いてプロ

ジェクト受け渡し計画について話し合ってきており、同計画は、“Project Handing Over 
Plan”として最終合同調整委員会で承認された。この計画によると、HIV 検査キットや

母子感染予防のための抗レトロウイルス薬、PLWHA への医薬品、移動診療車用の燃料

費、巡回 VCT サービスにかかわる VCT カウンセラーの交通費、VCT カウンセラー研修

費、教師や宗教指導者、伝統産婆・伝統療法師への必要なワークショップ、他の NGO
との契約によるコンドーム配布システムの強化などについて、県政府が地域の保健シス

テムの中で引き継ぐべき事業とされている。 

 ワールドジャパンタンザニアが、県政府が担う事業以外の活動を ADP の中で継続す

る。具体的には C カウンセラーや C エデュケイター、村のリーダー、学校委員会、学校

に行かない若者、生計向上グループに対して、フォローアップのワークショップを行う。

また、PLWHA の自助グループや HIV/AIDS リソース・センターの管理運営委員会、奨

学金、啓発教育用の印刷物等の支援を継続する。 

 

 （３）コミュニティ活動 

プロジェクトはコミュニティで自発的にカウセリングや啓発教育、PLWHA の支援を

担うコミュニティ・ボランティアの能力強化を行った。ワールドビジョンの WVFE のフ

ォーカス・グループでは、C カウンセラーや C エデュケイターの活動の真の動機は、物

資的なものよりも自分たちのコミュニティを HIV/AIDS から守るためだとしており、今

後も継続的に活動していきたいという高い意欲が見られた。 

小学校の場合、HIV/AIDS 教育プログラムがカリキュラムに組み入れられている。プ

ロジェクトが導入したピア・エデュケーションやライフスキルは、研修を受けた教師や

P エデュケイターに、今後もその実践面で何をすべきかを思い起こさせるだろう。 

対象地域の村落エイズ委員会は、コミュニティでの行動変容プランに基づく活動支援

や PLWHA 支援のための計画を作成している。ビサラカ村では、PLWHA を支援するた

めに村の全世帯に寄付を要請する計画がある。チャンガラワ村は、エイズ孤児やエイズ

未亡人となった子供の小学校の学費を免除することを考えている。また、同村は C カウ

ンセラーや C エデュケイターの活動に使う自転車の保守管理費用をもつ計画である。こ

のように、各村はそれぞれにあった方法で、自立的に HIV 感染の減少や AIDS との共生

に取り組んでいこうとしている。 

伝統産婆は、研修終了後にデモストレーション用として出産キットやグローブ、滅菌

レザーなどをプロジェクトから提供されている。グローブや滅菌レザーがなくなった場

合、利用者がそれらを用意することを教えられているが、活動の継続体制については不

明な点も多い。 
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 （４）PLWHA 自助グループと HIV/AIDS リソース・センター 

プロジェクトは、PLWHA 自助グループやコミュニティの各種の活動グループが、自

ら問題解決の一端を担えるようそれらグループのエンパワメントを行った。 

 

PLWHA の自助グループはンゲレンゲレ郡では ｢ンゲレンゲレ感染者会｣26、ムラリ郡

では｢みんなとともに｣27 という名前が付けられた。これらのグループは、PLWHA のケ

アと支援、栄養管理、生計向上についてプロジェクトから研修を受けた。彼らは、希望

をもって生きられるよう互いに励ます機会をもつために、自分たちで会合の計画を立て

集まっている。ただ、このような活動に参加しているのはむしろ一部で、まだ多くは感

染者であることを隠している。 

PLWHA の自助グループの活動には、メンバーによる自発的なお金の積み立を行って

おり、ンゲレンゲレ感染者会では４万 Tsh（約 3,600 円）が集まった。この資金によっ

て、PLWHA がモロゴロ州病院へ CD４検査に行く際の交通費の支援などに使われている。 

 

HIV/AIDS リソース・センターは、それぞれの郡で育成された C カウンセラーや C エ

デュケイターらの情報入手・活動の場として建設された。HIV/AIDS リソース・センタ

ーは、近隣のコミュニティで中心となる人々で構成された運営委員会が、自立的な運営

を担う予定であり、両 HIV/AIDS リソース・センターの運営委員会はすでに形成されて

いる。運営委員会は、書記、委員長 、会計、C カウンセラーらによって構成されてい

る。彼らの計画では、センターの活用により活動費の創出を行う予定であり、HIV/AIDS
リソース・センターの多目的ホールを HIV/AIDS 関連以外に使用する場合、２万 Ths（約

1800 円）、ホールにある玉突き台の使用には、１回 200Tsh（約 18 円）を課金する。す

でに 13 万 5,000Tsh（約１万 2,300 円）が利用者負担で集まった。自己資金による運営体

制が構築されつつある。 

 

 （５）貢献・阻害要因 

１）貢献要因として以下が挙げられる。 

・ADP の運営組織の継続と ADP を通じたコミュニティへの直接・間接的な支援 

２）阻害要因として以下が挙げられる。 

・コミュニティのボランティアを含め、伝統産婆や PLWHA が直接物質的な支援を受

けた。これらは必要な物資であり、有効に活用されたが、その継続性について懸念

される。また、伝統産婆、コミュニティ・ボランティアについては、その活動が出

産キットやその他の物質的な支援によって、誘導されたという側面も否定できない。

長期的にみると阻害要因となる可能性もある。 

 

                             
26
 スワヒリ語の略語で“WAVUNGE”。英語では those who affected with HIV in Ngerngere。 

27
 スワヒリ語で“TUSHIKAMANE”。英語では Let us be together。 
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４－２ 連携の評価結果 

（１）JICA 他事業との連携 

JICA は、モロゴロ州保健局及び同州内の県保健局の強化を目的として技術協力プロジ

ェクト「モロゴロ州保健行政強化プロジェクト」を 2001 年４月から 2007 年３月の間実施

してきた。同プロジェクトの存在により、プロジェクトは県の保健行政チームとの協力関

係を容易に築けることができた。また、他地域においてコミュニティでの HIV/AIDS 活動

に従事する海外青年協力隊との情報交換、中央において VCT 及び性感染症治療サービス

の質の向上を目的として政策レベルでの協力を行っている JICA 技術協力プロジェクト

「HIV 感染予防のための組織能力強化プロジェクト」との情報交換が行われ、JICA プロ

グラムとしての相乗効果が発現した。 

 

（２）JICA とワールドビジョンジャパンとの連携 

本プロジェクトは、ワールドビジョンの独自事業である総合的地域開発の中に位置づけ

られるコンポーネント「HIV/AIDS 対策事業」を対象として実施されたものである。本プ

ロジェクトは、ワールドビジョンによる過去の協力における試行錯誤の結果として住民自

身のオーナーシップを引き出され、コミュニティの Social Preparation がある程度なされた

段階、かつ、ワールドビジョンの独自事業として HIV/AIDS 対策事業の好事例が複数作り

上げた段階で、開始されたものであった。それ故、NGO の活動成果を JICA の資金力を得

てスケールアップするという草の根技術協力のメリットを活かすことができたと同時に、

効率性・有効性が高い事業となったと思われる。この点は、今後の草の根技術協力事業へ

の提言として発信できるものである。 

また、地方における保健人材が不足する「タ」国において、コミュニティ主体での

HIV/AIDS 対策活動が金銭的インセンティブなしで継続された本事例のアプローチは有効

であり、「タ」国内または HIV/AIDS 分野における経験の共有が望まれる。 

他方、JICA とワールドビジョンジャパンの契約内容の履行にあたっては、ワールドビ

ジョンジャパン側が事務処理や会計方法に慣れるうえで相当の労力を要する結果となっ

た。 

 

（３）ワールドビジョンの他事業との連携 

対象地域でワールドビジョンが先行して ADP を実施したことは、地元の人材の活用や

「タ」国内でのワールドビジョンのネットワークの活用、ADP で構築されたそれぞれの郡

のコミュニティレベルの関係者の活用という利点があった。ADP は今後５年間継続される

ことが決まっており、プロジェクト終了後もこの関係をある程度担保できる予定である。 

 

４－３ 横断的視点の評価 

 ４－３－１ 貧困とジェンダー 

計画の中に明白に記載されていないが、プロジェクトは貧困とジェンダーに配慮した形で

実施された。 
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 （１）ジェンダー 

感染者のカウセリングを行う C カウンセラーや C エデュケイターについては、各地域

においてほぼ男女同数のボランティアが育成された。相談者にとってカウンセラー等の

秘密保持と信頼性が重要な条件であり、特に性に関する問題を扱う場合、同性のカウン

セラーやエデュケイターが好ましいという回答がグループ・インタビューで返ってきた。

プロジェクトは、このようなジェンダー面を配慮する形で実施された。 

また、マサイ族コミュニティについては、マサイ族の伝統的文化の中でのジェンダー

システムを考慮して女性と男性を分けた研修が行われたことも本プロジェクトのジェ

ンダー配慮を示している。 

プロジェクトは当初、エイズで片親または両親を失った貧しい女子生徒について奨学

金を提供することを計画していた。若年女性は特にアフリカにおいては最も HIV/AIDS
に影響を受けやすいグループであることは国際的な理解となっており、その点を意識し

た計画策定がなされた。実際には、そのような家庭の状況は男子生徒と女子生徒ととも

に同じであることから、男女の基準を奨学金の資格基準から外された。 

 

 （２）貧困 

HIV 感染者は、健康上の問題のみならず、時には差別などから、さらなる貧困に追い

込まれる。プロジェクトでは、差別・偏見を抑制しながら、HIV 感染者に接近すること

によって選択的に貧困層を特定するターゲッティングのアプローチが取られた。ここで

も C カウンセラーが重要な役割を担った。 

エイズで片親または両親を失った貧しい生徒に対する奨学金については、学校からの

ドロップアウトが HIV 感染につながるリスク行動（男子生徒にとってはアルコール摂取、

薬物乱用等、女子生徒にとっては生活のためのお金を得るための性交渉等）へとつなが

りやすいことから実施された。また、PLWHA や女性・若者の生計向上のための研修や

活動支援も行われた。貧困と HIV/AIDS は密接な関連があり、特にコミュニティにおけ

る事業においては、これらを含む貧困対策に資する活動を含めることが重要である。 

 

 ４－３－２ 住民参加とエンパワメント 

年次報告書に記載された研修参加数を分析したところ、延べ約 2,500 人以上がプロジェク

トで研修を受け、その延べ人日数は 1 万 3,000 に上った。これら研修に参加した人の多くは、

研修のみに終わらず、その後コミュニティで何らかの自発的な活動への関与が期待されてい

た。 

プロジェクトは、保健スタッフや村長、コミュニティレベルで働く政府補助職員、学校教

師、C カウンセラー、C エデュケイター、ピア・エデュケイター、宗教指導者、伝統療法師

などコミュニティに影響ある多くの人々に研修受講の機会を与えた。これらの人々の影響力

を通じてコミュニティ全体が HIV/AIDS に関する態度や行動の変化へと導引された。このよ

うな中、C カウンセラーと C エデュケイターは、もっとも必要な人々にサービスを提供する

よう動機づけられていった。 

PLWHA はプロジェクトにより、HIV/AIDS の知識、日常物資の支援、C カウンセラーによ

るホームケア、生計向上のための研修の機会を得、同時に HIV/AIDS に関するコミュニティ
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の理解が進んだことで、徐々に自信を得た。さらには、他の感染者を支援する力を得るよう

になった。 

 

４－４ 結 論 

 プロジェクト目標「対象地域（ンゲレンゲレ郡、ムラリ郡）で人々の HIV 感染に係るリスク

行動が減少する」はほぼ達成された。プロジェクトは、コミュニティに影響ある村のリーダー

や教師、伝統産婆などを通じて、住民の理解・態度・実践の変容を促進し、PLWHA の社会的

サポートのメカニズムを構築した。また、VCT サービスや性感染症治療、日和見感染症の診断・

治療サービスを既存の保健システムの中に組み入れ、住民のサービス利用を高めた。 

 母子感染予防を行う RCH ユニットや HIV/AIDS リソース・センターの整備には遅れが見られ

ているが、全般として、プロジェクトは効率よく実施された。 

 HIV 感染や性感染症が減少するという上位目標の観測は現時点では難しいが、感染者やコミ

ュニティ（特にマサイ族コミュニティ）、県の保健体制で様々な変化が認められ、今後活動が

持続されれば HIV 感染率の減少につながることが予測される。 

 貧困やジェンダー、コミュニティのエンパワメントを配慮してプロジェクトは実施された。 

 プロジェクト終了後も、各ステークホルダーによって活動の継続が行われ、関係者間の連携

が行われ、育成されたコミュニティ・ボランティアへの継続的な研修や活動への支援などが行

われれば、持続性は確保されると予測される。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提 言 

（１）プロジェクト地域において VCT サービスや性感染症治療を行う保健施設が、住民の必

要なサービスを引き続き提供するよう、県政府はプロジェクトの成果を国家保健システム

に沿った形で引き継ぐことが期待されている。この点において、VCT サービスや性感染

症治療サービスの品質を保証するために、VCT カウンセラーへの継続教育や性感染症治療

のための医薬品の提供、政府の巡回指導（サポーティブスーパービジョン）が必要である。

現在、保健社会福祉省では、VCT センターの認証制度を進めており、申請すれば保健社会

福祉省からの調査を受けることが可能となっている。評価調査団は、県政府に対し、プロ

ジェクトで支援された VCT センターの認証を得るために必要な措置を講じることを提言

した。 

 

（２）ワールドビジョンは、プロジェクト終了後もコミュニティが HIV/AIDS リソース・セン

ターを自立的に運営できるよう支援を継続することが望まれる。 

 

（３）プロジェクトの自立発展性を確保するために、すべての関係者がプロジェクト受け渡し

計画で合意した必要な措置を実行することが求められる。 

 

（４）プロジェクト対象地域の VCT センターのモニタリングは、政府のモニタリングシステ

ムとワールドビジョンのシステムが別々に行われていた。モニタリングは、政府モニタリ

ングシステムに一本化し整理することが必要である。 

 

（５）コミュニティから州レベルまで HIV/AIDS に関する保健サービスのレファーラルとの連

携を強化することが望ましい。 

 

（６）「タ」国においては、国家戦略の中でケアと治療の強化が図られているが、今後抗レト

ロウイルス薬の服薬順守を進めるためには、コミュニティレベルでの PLWHA の支援、服

薬フォローアップ活動をより強化することが必要である。そのため、C カウンセラーはさ

らに重要な役割を担うことが可能であり、そのためには、継続的な研修と医療専門職によ

る適切な支援が必要になってくる。また、HIV 感染予防のための行動変容コミュニケーシ

ョンを通じたさらなるコミュニティの啓発、生計向上活動のような感染者の支援とエンパ

ワメントもケアと治療の継続には重要である。 

 

（７）プロジェクトはコミュニティに様々な変化をもたらせたものの、残念ながら、これらの

変化は科学的な根拠をもって表現されていない。プロジェクトの計画・実施を通して、定

量指標を設定し、標準的なモニタリング方法を策定しておくことが重要である。また、モ

ロゴロ州の HIV 感染率が低下するという上位目標の達成見込みに係る判断は、対象地域の

人口は州人口の４％程度に過ぎないとう理由から難しい。上位目標はプロジェクトのイン

パクトとしてある程度の根拠をもって達成可能と判断しうるレベルに想定することが望
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ましい。 

 

（８）NGO はプロセスや柔軟性に価値を置いているが、JICA はロジカルフレームワークに基

づいた定期的・定点的なモニタリングを適用している。JICA と NGO が連携して事業を進

めるうえでは、プロセスを重視したモニタリング・評価の方法を検討すべきである。 

 

５－２ 教 訓 

（１）県の保健サービスで保健人材が不足するなか、コミュニティの参加や関与は不可欠であ

る。 

 

（２）政府と NGO、コミュニティ間での関係性と定期的なコミュニケーションはプロジェクト

の効果と持続性を高める鍵である。このプロジェクトでは、関係者間での会議や合同調整

委員会が重要な役割を果たした。プロジェクト受け渡し計画はこのような日常的な関係性

の中で準備されたものであった。プロジェクト終了後も関係者の役割を互いに確認し、合

意するためのプロセスとして、このような受け渡し計画の早い段階からの合意形成作業は、

他のプロジェクトでも有用である。 

 

（３）トラックドライバーのような移動グループの行動変化を捉えることは非常に難しい。単

独のプロジェクトのみで対処するのではなく、移動グループを対象とした他の機関や NGO
との協力が必要である。 

 

（４）ホームケアは C カウンセラーと VCT カウンセラーの協力によって、コミュニティで必

要とされる人々へと届いた。C カウンセラーの役割の重要性とターゲティングをもとに対

人的なネットワークの形成の重要性を際立たせた。 

 



－36－ 

第６章 団長所感 
 

（１）今回、調査の一環で、いくつかの村を訪問し、直接、村人や診療所の関係者へのインタ

ビューを行った。特に、村人の幾人かが、HIV/AIDS のカウンセリングを行う C カウンセ

ラーや、エイズ教育を行う C エデュケイターに自発的に手を挙げ、無給で意欲的に村にお

いて活動を行っていることに感銘を受けた。 

 

（２）本評価調査で感じた率直な感想の一つは、やはりコミュニティレベルでの活動は NGO
は強い、ということである。特に本案件については、もともとワールドビジョンタンザニ

アが当地において包括的な村落開発プロジェクトを実施しており、その実績やノウハウを

基に展開したため、結果として大変コミュニティへの関与が大変うまくいったことも大き

かった。 

 

（３）JICA 直営の案件ならば、この投入額でこれだけの成果を果たして得ることができたのだ

ろうか。自分のこれまでの経験と知識からいえば、正直言って難しいといわざるを得ない。

このようなコミュニティへのインターベンションがうまくいった例を、如何に今後 JICA
内そして他の草の根技術協力を実施する団体と共有するのかが重要な課題であると認識

する。 

 

（４）一方、本案件をフィールドベースで評価調査する前の文献調査の段階では、様々なこと

を目一杯行っている案件、という印象を受けていた。別の言い方で言えば、よくストラク

チャーがわからない案件という印象である。評価調査を実施した結果、その事前の印象、

仮説は大きく間違ってはおらず、本案件は一つ一つの成果はそれなりの達成度を得ていた

が、成果、活動間の連携が必ずしも十分取れていて相乗効果を生み出したとは言いがたい

という感触を受けた。とはいえ、各成果レベルで相当の結果を出していたため、総合して

プロジェクト目標はほぼ達成された、と評価した。 

 

（５）また、本案件の投入額は１億 3000 万円だったわけだが、開発パートナー事業のほぼ上

限であり NGO をパートナーとした事業としては、また、現地の感覚としては、大変大き

な規模の事業であったと判断される。このように大きな規模で多様な試みを行ったがゆえ

に、本案件そのもので事業を終始したきらいはなかったか？ 政府や他の団体の巻き込み

を十分行ったのか？ という問題提起はなされうる。感覚的には、十分な資金と兄弟団体

（ワールドビジョンタンザニア）との強い連携があったゆえに、特に政府の巻き込みは意

識は強くもちつつも、成果獲得とスピード重視、機動性確保からその面は多少の遅れがあ

ったのではというのが率直な印象である。それについては、評価報告書の提言の部分で、

政府システムへの統合という表現振りで強調した。 

 

（６）いずれにしろ大変興味深い経験をもった案件であるため、関係者との共有に努力したい。

そして今後も、本案件の成果の持続性維持に焦点を置いて、プロジェクトサイトを含めた

同地域をモニターしていきたいと考えている。 



付 属 資 料 

 

最終合同調整委員会ミニッツおよび合同評価報告書(写) 

最終合同調整委員会ミニッツ 

Attachment1：Joint Evaluation Report 
Appendix1：Project Design Matrix（PDM） 
（Appendix ２～４は添付割愛） 

Attachment2：Project Handing Over Plan 
Attachment3：Equipment List 
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